


序　　　　　　文

　ヴィエトナム社会主義共和国はドイモイ（刷新）政策により急速な経済成長を遂げ、今後の経

済発展の重要なインフラの１つとして、電気通信ネットワークの拡充を鋭意進めている。しかし

ながら、そのための技術者不足は深刻で、電気通信ネットワーク拡充の大きな障害になっている。

このためヴィエトナム政府は、同国郵電公社の人材育成機関である第一郵電訓練センター（ＰＴ

ＴＣ－１）の訓練設備を整備・拡充し、最新技術及びマネージメントに習熟した教官を育成する

とともに、適切な訓練機材による実践的な訓練をできるようにしたいとして、我が国にプロジェ

クト方式技術協力を要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、1997年から事前、長期両調査を重ねてきたが、今般はそれら

調査結果を踏まえて討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、プロジェクトを発足させる運び

となったため、1999年（平成11年）１月25日から２月４日まで、郵政省大臣官房国際部国際協

力課企画官 寺岡伸章氏を団長とする実施協議調査団を現地に派遣した。この結果「ヴィエトナム

電気通信訓練向上計画」プロジェクトが1999年３月１日から５年間にわたって実施されることに

なった。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめ、それに先立つ長期調査員報告書を添付

したもので、今後のプロジェクト展開に広く活用されることを望むものである。

　ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、郵政省、日本電信電話（株）、在

ヴィエトナム日本大使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後とも一

層のご支援をお願いする次第である。

　平成 11 年２月

国際協力事業団
理 事 　 泉 　 堅 二 郎
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第１章　実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ヴィエトナム社会主義共和国はドイモイ（刷新）政策により急速な経済成長を遂げてきた。市

場経済の急速な活性化に伴い、経済社会状況は大きく改善され、電気通信分野においても電話回

線数の増加、ディジタル技術の積極導入による技術の近代化・高度化が顕著になっている。

　同国は現在、第６次５か年計画（1996 ～ 2000）を達成するためには電気通信分野の整備が重

要であるとして、電気通信ネットワークの拡充を鋭意進めている。同計画を受けた電気通信基本

計画は、1996 年末に 100万台だった電話機を 2000年末までに４倍増し、電話普及率を６％とす

ることを目標に、ディジタル技術の導入・整備拡充と、それに対応できる人材の育成を急務とし

ている。

　このため郵電公社は、郵電庁の人材育成計画に基づいて第一郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－１）

で、保守・運用の技術者訓練を実施してきたが、急速に増大する電気通信需要には、量・質とも

に対応するのが難しかった。

　ヴィエトナム政府は、こうした背景のもと、同センターの訓練設備を整備・拡充し、交換・線

路・伝送・無線の最新ディジタル通信技術及び訓練マネージメントに習熟した教官を育成すると

ともに、適切な訓練機材による実践的な訓練を可能とすることを目的として、我が国にプロジェ

クト方式技術協力を要請してきた。

　この要請を受けて国際協力事業団は1997年９月に事前調査、1998年３月に長期調査を行って、

電気通信分野の近代化・高度化に対応できる人材供給・訓練システム構築の基本計画を提示し、

供与する機材の検討、プロジェクト方式技術協力に係る具体的な協力内容の明確化を図ってきた。

　今般の実施協議調査では、これらの検討結果を踏まえて、プロジェクト実施に必要な協議を行

い、討議議事録（Ｒ／Ｄ：Record of Discussions）、ミニッツ、暫定実施計画（ＴＳＩ：Tentative

Schedule of Implementation）の署名を取り交わすとともに、ヴィエトナム側実施体制を再確認す

る。さらに、初年度及び第２年度の実施計画を協議する。
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１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

成田
（香港）
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ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ

ハノイ
（香港）
成田

行　程

移　動

午前　日本大使館表敬
　　　ＪＩＣＡ事務所打合せ
午後　計画投資省表敬、郵電庁・郵電公社表敬

午前　第一郵電訓練センター（議事日程確認・視察）
午後　　　　　 同　　　　　（協議）

午前　第一郵電訓練センター（協議）
午後　　　　　 同　　　　　（協議）

午前　第一郵電訓練センター（Ｒ／Ｄ案・ミニッツ案協議）
午後　　　　　 同　　　　　（Ｒ／Ｄ案・ミニッツ案作成）

団内打合せ

資料整理

午前　第一郵電訓練センター（Ｒ／Ｄ案・ミニッツ案確認）
午後　　　　　 同　　　　　（補足調査）
　　　郵電公社主催夕食会

午前　Ｒ／Ｄ・ミニッツ最終確認
午後　Ｒ／Ｄ・ミニッツ署名式（ハノイホテル）
　　　調査団主催夕食会

午前　ＪＩＣＡ事務所　調査結果報告
午後　日本大使館　調査結果報告

帰　国

移動及び業務日順 月　日 曜日
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２

３

４

５

６

７

８

９
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１月 25日

　　26日
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　　２日

　　３日

　　４日　

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

所　　　　　属　　　　　先

郵政大臣官房国際部国際協力課企画官

国際協力事業団国際協力総合研修所国際協力専門員

ＮＴＴ国際本部国際企画・協力部門担当部長

ＮＴＴ国際本部国際企画・協力部門担当課長

国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課特別嘱託

（財）日本国際協力センター

担　　当

団長・総括

副団長・訓練計画

ディジタル線路技術

ディジタル無線技術

協力企画

通　　訳

氏　　名

寺岡　伸章

鈴木　靖男

森田　　洋

上　　俊久

山本　　泉

平島　照久
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１－４　主要面談者

計画投資省（ＭＰＩ）

Dr. Duong Duc Ung Director General, Foreign Economic Relations Department

Dr. Ho Quang Minh Deputy Director General, Foreign Economic Relations Dept.

Mr. Hoang Dang Hoi Specialist, Infrastructure Department

郵電庁（ＤＧＰＴ）

Mr. Nguyen Huy Luan Deputy Secretary General

Ms. Nguyen Que Huong Deputy Secretary General

Mr. Tran Duc Lai Director General, Dept. of Science-Technology &

International Cooperation

Mr. Vu Duong Hung Deputy Director General, Personnel Department

Mr. Quan Duy Nganha Senior Manager, Personnel Department

Mr. Trieu Minh Long Manager, Personnel Department

Ms. Tran Cam Huong Staff, Personnel Department

郵電公社（ＶＮＰＴ）

Mr. Tran Vinh Phuc Deputy Director, Personnel Division

Ms. Doan Tuyet Nga Deputy Director,International Cooperation Division

Mr. Nguyen Ba Dung Senior Manager, International Cooperation Division

Mr. Du Duc Loi Manager, Planning Division

Mr. Nguyen Manh Toan Manager, Planning Division

Mr. Cao Manh Hung Officer, Personnel Division

郵電技術学院（ＰＴＩＴ）

Prof. Dr. Nguyen Canh Tuan Vice Chairman

Prof. Dr. Pham Dao President

Dr. Nguyen Kim Lan Vice President (Director, PTTC-1)

第一郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－１）

Dr. Nguyen Kim Lan Director

Dr. Le Huu Lap Deputy Director

Mr. Chu Quang Toan Head, Open Training Department
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Mr. Nghien Cuong Head, Administration Section

Mr. Nguyen Tat Thang Head, Software Training Development Center

Mr. Tran Quang Huy C/P  Optical Fiber Cable Technology and Network

Mr. Hoang Trong Minh C/P  Digital Switching System Technology

Mr. Dao Quan Chieu C/P  Digital Switching System Technology

Mr. Nguyen Viet Minh C/P  Digital Transmission System Technology

Ms. Nguyen Duy Bien Yen C/P  Digital Transmission System Technology

Mr. Nguyen Thi Thanh Huong C/P  Microwave Technology

Mr. Nguyen Van Thuan C/P  Microwave Technology

Mr. Hoang Xuan Dau C/P  Data Communicator Technology

Ms. Pham Minh Thuy Staff, International Cooperation and Development

日本大使館

宮原　信孝　　 参事官

臼田　　昇　　 二等書記官

ＪＩＣＡ事務所

地曵　隆紀　　 所長

菊地　和彦　　 所員
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第２章　要　　約

　ヴィエトナム電気通信訓練向上計画実施協議調査団は、事前調査及び長期調査結果を踏まえて

準備した討議議事録（Ｒ／Ｄ）案及び暫定実施計画（ＴＳＩ）案に沿い、本プロジェクトのヴィ

エトナム側実施機関である郵電庁、郵電公社ほか関係機関の関係者と協議を行った。その結果、

ヴィエトナム側の実施体制等について調査団と先方との間で確認し、Ｒ／Ｄの署名・交換を行う

とともに、ＴＳＩを含む双方の確認事項をミニッツ（Ｍ／Ｍ）に取りまとめ、署名を取り交わし

た。

　本プロジェクトの実施についての経緯及び合意された内容の概略は以下のとおりである。

（1）プロジェクト名称

　英文名称は「The Training Capability Strengthening Project on the Posts and Telecommunications

Training Center No. 1」とした。ヴィエトナム側は本件協力の実施対象が第一郵電訓練センター

（ＰＴＴＣ－１）であると特定することが国内的に極めて重要であることを主張し、当方はそ

れを妥当とし案（1）を採用することで合意した。

（2）協力期間

　1999 年３月１日から 2004 年２月 29 日まで（５年間）で合意した。

（3）ヴィエトナム側実施体制

1）計画投資省表敬では、Minh国際経済関係局副局長から日越による人材育成の協力が重要で

あること、郵電庁・郵電公社にとって日本政府の援助は開発調査に次ぐ２度目の案件にな

り、他のセクターと比べると経験が少ないので、計画投資省としてもフォローしていくとの

発言があった。

2）郵電庁に対し現在ＪＩＣＡ開発調査（全国電気通信網整備計画調査）を実施中である。こ

のマスタープランにおいて 2010 年までの電話設備拡充のための人材育成計画推進の施策が

示される予定である。

3）郵電庁表敬時にLuan副長官より、郵電庁としては総括責任者であるプロジェクトディレク

ターを Vu Duong Hung 人事局副局長とするとの発言があり、当方は、組織上人事局副局長

ポストは１名で人材育成計画を所掌すること（局長は職員人事計画を所掌）を確認し、先方

案を受け入れた。

4）郵電公社代表として総裁が委任した人事部副部長を総括責任者副プロジェクトディレクター

に位置づけた。
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5）プロジェクト実施に係る運営管理責任者であるプロジェクトマネージャーを、公社の訓練・

研究業務を所管する Pham Dao 郵電技術学院院長に、また Nguyen Kim Lan 第一郵電訓練セ

ンター所長を副プロジェクトマネージャーとして任命した。

6）合同調整委員会の議長をプロジェクトディレクター（郵電庁人事局副局長）に、ヴィエト

ナム側メンバーを計画投資省国際経済関係局長、郵電公社人事部副部長、郵電技術学院長、

センター所長他２名とした。

7）運営委員会の議長をプロジェクトマネージャー（郵電技術学院長）に、ヴィエトナム側メ

ンバーをセンター所長他とした。

（4）Ｒ／Ｄ署名者

　ヴィエトナム側は計画投資省（国際経済関係局長）を含む５名の形式を提案した。調査団は

計画投資省については他のプロ技（ハノイ農業大学）の事例もあることから、それに同意し

た。また、郵電庁代表（人事局副局長 for Secretary General）、郵電公社代表（人事部副部長 for

President & CEO）、郵電技術学院代表（副学院長兼第一郵電訓練センター所長）の３者につい

ては、上記（3）の内容から適切であると判断し、日本側団長を含む計５者の署名とした。

（5）ヴィエトナム側投入

1）カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置については、所長、副所長、教官 10 名、事務職員２名

の計 14 名のカウンターパートリストを受理し、うち 11 名に面談した。

2）ヴィエトナム側プロジェクト予算については、郵電公社予算で手当することとしているが、

具体的計画は未策定であったため、協議のなかで先方が負担すべき運営費の予算費目につい

て理解せしめた。

3）新センター建設スケジュールについては、1999 年１月／建築価格見積承認、同年２月／入

札、同年３月／着工、工期12か月で 2000年２月しゅん工の予定である。先方に対し工事が

遅れて予定時期に完成しない場合は、全協力期間を通じて現センター施設での協力となる旨

確認し、ミニッツに記載した。これについては３月に派遣される専門家が工期を厳しくモニ

ターし、供与機材の輸送・引き取り・保管・据え付け等のスケジュール管理にあたることが

肝要である。

4）全協力期間において現センターを使用してプロジェクトを推進した場合には、提出図面及

び実地検分を通じた調査の結果、機材の設置場所、教室、執務室等既存施設での協力実施が

可能であることを確認した。
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（6）日本側費用負担

1）相手側予算負担のうち、専門家への交通手段及び出張手当に対する責務について、技協協

定ではヴィエトナム側の縛りを緩めた表現であるが、Ｒ／Ｄではその反対に強めた表現で

あったため、先方からＲ／Ｄの表現を技協協定に合わせるよう要請があった。協議の結果、

運用上、日本側負担で対応する旨説明した。

2）Ｒ／Ｄに記載された機材据え付け費の負担について、ヴィエトナム側は日本側の負担を要

望した。これに対しては据え付けを日本側で対応できるので、その旨ミニッツに記載した。

（7）協力分野の確認

　技術協力はＰＴＴＣ－１の訓練能力向上を目的として、①ディジタル交換技術及びネット

ワーク管理技術②光ファイバーケーブル及び局外技術③ディジタル伝送技術④ディジタル無線

技術⑤データ通信技術（ＬＡＮ）の５分野について技術移転を行う。このため日本側は、チー

フアドバイザー兼光ファイバーケーブル、ディジタル交換、ディジタル伝送、ディジタル無線

の４分野及び業務調整の長期専門家５名を派遣するほか、短期専門家派遣、研修員受入れ、機

材供与で対応する。

1）ＩＳＤＮの技術協力分野への追加要望については、①ディジタル交換機の教程で実施予定

であること、②ＩＳＤＮ機能を有するディジタル交換機の供与を検討していること、③短期

専門家についてもその他の短期専門家に含めて考えていることを説明しヴィエトナム側は理

解した。

2）Operation and Maintenance Center（ＯＭＣ）の追加要望については、ヴィエトナムとして

の電気通信網の運用管理方法を郵電公社側で検討すべきであり、その検討に必要な情報を日

本側から提供することを説明し、ヴィエトナム側も了解した。

3）遠隔地教育（ＣＡＩ）については、今回先方が要望を取り下げた。

（8）先方政府へ依頼した事項

　専門家要請書（Ａ１）、機材要望書（Ａ４）、研修員要請書（Ａ２Ａ３）を 1999 年２月中旬

までに提出することを先方に強く求め、ミニッツに記載した。

（9）今後の方針

1）1999 年３月にチーフアドバイザー及び調査員を派遣の予定であるが、郵電庁、郵電公社に

とってＪＩＣＡ技術協力スキームは初めての取り組みとなるので、プロジェクトの立ち上げ

においては、当方の協力の進め方についてＣ／Ｐと相互信頼を確立したうえ、綿密な意見交

換・調整を必要とする。
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2）1999 年 10 月頃を目途に第１回合同調整委員会を開催し、新センター建設工事進捗状況の

確認、機材供与の詳細、訓練コース開設準備スケジュール、ＰＤＭの目標値のブレークダウ

ン等を協議決定する。

（10）プロジェクトコスト公表

　日本側プロジェクトコストについては、日本大使館からＲ／Ｄ署名当日のプレスリリースに

より、協力期間５年で予算規模約８億円相当と公表された。
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第３章　討議議事録の交渉経緯

３－１　交渉経緯及び主要協議事項

３－１－１　実施協議に至るまでの経緯

（1）事前調査

　本計画の事前調査は1997年９月18日から9月 27日までの10日間にわたり実施された。

事前調査の際、ヴィエトナム側から基本的な要請事項として、

1）今後の技術動向に基づく研修需要の予測等を含む訓練事業管理への支援

2）遠隔地教育技術に関する支援

3）データ通信技術に関する技術指導の充実

の３項目を含んだ協力とするよう、強い希望が出された。

　事前調査団はヴィエトナム側と種々協議の結果、協力の基本分野として、ディジタル通信

技術の基本を技術移転するという立場から、長期専門家として、ディジタル電話交換技術、

光ケーブルを含む通信線路技術、ディジタル伝送技術、ディジタル無線技術、の４分野を担

当する専門家を派遣することとし、したがって、供与する機材もこの４分野を中心に考慮す

ることで合意に至った。上に掲げたヴィエトナム側からの強い要請、３事項については、以

下の大まかな方向性を確認、合意した。

1）については、専門家グループのリーダーができる限りこのテーマについて協力する。併

せて、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の日本での研修時にこのようなテーマを含めてヴィエ

トナム側の希望に沿うように努める。

2）については、基本的には協力できないが、パソコンベースの教科書作成ツールを供与し、

併せてその技術を移転する。

3）については、ヴィエトナム側の要請根拠や要請背景が明確でないため、一応ＬＡＮの基

礎技術を修得できるよう、所要機材の供与及び技術の移転を考慮する。

　実際の協力にあたっては、短期研修の形で実施されている公衆通信事業体職員の技能向上

研修というカテゴリー内で、Ｃ／Ｐへ技術指導することを合意した（第一郵電訓練センター

で実施中の、長期研修、学士課程のコースへの協力はしない、という意味である）。また計

画の実施場所としては、既設の第一郵電訓練センター局舎を使用する、という案がヴィエト

ナム側から出た。そのため、調査団としては、ヴィエトナム提案のサイトを視察し、十分と

はいえないまでも、計画実施に必要な一応のスペースは確保できると判断した。

　以上の経過をたどって事前調査を終了し、協力スコープについてミニッツの署名を取り交

わしたのであるが、基本的な考えは双方合意したものの、次回に、直ちに実施協議を行うこ

とは困難と考え、長期調査を実施することとした。
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（2）長期調査

　長期調査は、1998年３月 11日から４月７日にかけて実施された。長期調査における主要

課題は、以下の４点である。

1）訓練カリキュラムの設定に関する協議

2）それに基づく訓練コース案の協議

3）これらのカリキュラム／訓練コース実施に必要な訓練機材の仕様に関する協議

4）プロジェクトの総合実施スケジュールに関する協議

　長期調査における重要な協議／合意事項は以下のとおりである。

・ヴィエトナム側より、本計画は、ヴィエトナム側が用意する６階建て5,400m2の新設

訓練センターのうち、２フロア／ 1,800m2 を使用して実施するよう提案があった。

・主要供与機材の仕様及び実習に必要な測定器について、ヴィエトナム側の意向を十分

咀嚼して、実質上の合意に至った。ヴィエトナム側の要望をすべて取り入れることは

予算の制約上当然不可能であるが、ヴィエトナム側の強い要請により、日本側がこの

要請を受け入れるか否かにかかわらず“ヴィエトナム側の要望”として同報告書の付

属資料に掲載することとなった。

・訓練カリキュラム、訓練コース案について日本側の考えを説明し、大略ヴィエトナム

側の合意を得た。

・プロジェクトの運営に関し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）方式

による計画管理、日越合同調整委員会（ジョイントコミッティー）、プロジェクト運営

委員会（スコアリングコミッティー）による計画進捗状況を管理する方法を十分説明

し、ヴィエトナム側の理解を得た。

・ヴィエトナム側が用意する新局舎の建設スケジュールは、1998年８月着工、2000年初

頭しゅん工、という考えをヴィエトナム側が示した。（したがって、実施協議調査団派

遣は、新センターの建設スケジュールの進捗状況をみて実施することとなった）

・長期及び短期の専門家派遣に関し協議し、長期専門家としては、リーダー及び調整員

を含めて５名、短期専門家としては必要に応じてその都度協議することとした。

　以上の経緯を経て、このたびの実施協議調査団の派遣となった。

３－１－２　主要協議事項

（1）先の事前調査、長期調査の両調査における合意事項は、討議議事録（Ｒ／Ｄ）調印後も依

然有効である。

（2）プロジェクト実施は、1999 年３月からとし、プロジェクト期間はその時期より向こう５
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か年間とする。その他、プロジェクト実施線表である暫定実施計画（ＴＳＩ）を確認した。

（3）日本の協力により設定された訓練コース参加者は、ヴィエトナム公衆電気通信事業に携わ

る技術者を対象とする。

（4）初年度の実施計画として、チーフアドバイザー／線路技術専門家及び調整員は 1999 年３

月、伝送及び無線の専門家は同年５月、交換専門家は同年７月派遣の予定。研修員受入れ

は、人的資源開発、光ファイバーケーブル技術、ディジタル交換技術の３分野を予定。

（5）Ａ１、Ａ２／Ａ３、Ａ４の各フォームは、1999 年２月中旬までに日本政府へ提出するよ

うヴィエトナム側は遅滞なく手続きをとる。

（6）プロジェクトディレクターとして、郵電庁人事局副局長がその任に就く。

（7）第１回合同委員会の議題として、双方以下の事項を提案した。

・供与機材に関する詳細の報告

・新局舎の建設工事の進捗状況確認

・プロジェクト初年度の業務計画の承認及びＰＤＭの承認

・次年度業務計画の立案

（8）ヴィエトナム側予算で購入される主要物品については、日本側供与の機材との整合性か

ら、事前に双方協議する。

（9）専門家の活動経費、供与機材の据え付け経費は日本側負担とする。

（10）新局舎のスケジュールは、1999 年３月着工、2000 年２月しゅん工とする。

（11）2000 年２月にＪＩＣＡ供与機材が搬入される予定であるので、ヴィエトナム側は、新局

舎しゅん工時期を予定どおり実現するための局舎工程進捗管理を厳格に実施する。

（12）ヴィエトナム側からの特段の要望として、ＩＳＤＮ技術、電気通信ネットワーク管理技術

の技術移転があげられた。ＩＳＤＮ技術については、既に供与機材がこの技術をカバーする

ようになっており、カリキュラムのうえでもこの技術は含まれている。また、電気通信ネッ
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トワーク管理技術は、長期及び短期専門家の活動スコープとして明記されており、今後のプ

ロジェクト運営委員会等の機会に議論することによって、ヴィエトナム側の要望を取り入れ

ることができる。以上を説明してヴィエトナム側了解となった。

３－２　調査結果

３－２－１　上位計画

　現在、ＪＩＣＡ開発調査のスキームで協力中の全国電気通信網整備計画調査（いわゆるマス

タープラン作成支援で 1999 年６月にドラフトファイナルレポート完成予定）が最も重要な上位

計画となる。このマスタープランにおいて、2010 年時点の通信設備の規模が言及され、それに

応じた所要人材の状況が明らかになる予定である。現在最終的に確定してはいないが、マスター

プランにおける取りあえずの計画として、2010 年における基本電話設備規模は 750 万回線、移

動電話設備は150万回線とされている。さらに、それ以降の電話設備拡充も活発に実施されると

考えられるので、恒久的に人材育成、なかんずく、初級ないし中級技術者の育成を円滑かつ量的

に必要十分に実施する恒久体制の実現が必要となる。そのための支援が、第一郵電訓練センター

に課せられるであろう。

　現在のヴィエトナムにおける公衆通信技術訓練機関としては、ハノイにある第一郵電訓練セン

ター（ＰＴＴＣ－１）のほかにホーチミン市にある第二郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－２）があ

り、更に全国３か所にワーカースクールがある。これらの機関の今後の役割分担、拡充の方向に

ついても、現在作成中のマスタープランのなかで基本計画が設定されるであろう。

３－２－２　プロジェクト実施体制

（1）プロジェクト名称

日本語：これまでの「第一郵電訓練センター拡充計画」から「電気通信訓練向上計画」に変

更した。

英　語：「The Training Capability Strengthening Project on the Posts and Telecommunications

Training Center No.1」を正式名称とした。

　調査団は日本語名称の英訳として「The Training Capability Strengthening Project on the

Telecommunications Training」への変更を提案したが、ヴィエトナム側は本件協力の実施対

象が第一郵電訓練センターであると特定することが国内的に極めて重要であることを主張

し、ヴィエトナム側当初要請に基づき「The Training Capability Strengthening Project on the

Posts and Telecommunications Training Center-1」を提案した。当方はそれを妥当と判断し、

採用することで合意した。
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（2）郵電庁側の管理体制

　郵電庁の局長レベルをプロジェクトディレクター（ＰＤ）としてＲ／Ｄに記載し、副ＰＤ

として人事局次長をミニッツに記載すること、及びＲ／Ｄのヴィエトナム側署名者は人事局

次長よりも高官とし、ＰＤ（局長レベル）とするようヴィエトナム側に申し入れることを対

処方針とした。

　郵電庁表敬時にLuan副長官より郵電庁の総括責任者をVu Duong Hung人事局副局長とし

たいとの発言があった。調査団は局長レベルを要求したが、ヴィエトナム側は郵電庁組織上

人事局副局長は１名のみで専門的内容の人材育成計画を所掌すること（局長は職員人事計画

を所掌）を根拠に、長官から委任されているとし、またプロジェクト予算権限については郵

電公社自身が手当するとの説明をした。当方は先方説明を理解し、先方案を受け入れＲ／Ｄ

に記載した。

　Ｒ／Ｄの署名者については上記内容を受け同副局長（プロジェクトディレクター）が長官

に委任された形（For Secretary General）で署名することとした。

　また、プロジェクト実施機関である郵電公社の代表者（Tran Vinh Phuc 人事部副部長）を

副プロジェクトディレクターに任命し、ミニッツ３項にその旨記載した。

（3）郵電公社における運営管理体制

　上記（2）と同様プロジェクトマネージャーのみをＲ／Ｄに記載し、副プロジェクトマネー

ジャーはミニッツに記載すること及び郵電公社代表のＲ／Ｄ署名者は総裁とすることを対処

方針とした。

　公社代表として総裁が委任した人事部副部長を前期（2）のとおり総括責任の副プロジェ

クトディレクターに位置づけることにより、プロジェクトマネージャーはPham Dao郵電技

術学院院長とすることで合意し、Ｒ／Ｄに記載した。郵電技術学院は 1997 年７月に郵電公

社の附属機関である２訓練センター（第一、第二郵電訓練センター）と２研究所が統合して

設立された機関で、本件プロジェクト実施に係る運営管理責任者を公社の訓練・研究業務所

管者である同学院院長とした先方案を妥当と判断した。

　また、Nguyen Kim Lan 第一郵電訓練センター所長を副プロジェクトマネージャーとして

任命し、その旨ミニッツ３項に記載した。

　なお、Ｒ／Ｄ署名者についてヴィエトナム側は計画投資省を含む５名の形式を提案した。

調査団は計画投資省については他のプロ技（ハノイ農業大学）の事例もあることから、それ

に同意した。また、郵電庁代表（人事局副局長）、郵電公社代表（人事部副部長）、郵電技術

学院代表（副学院長兼第一郵電訓練センター所長）の３者については、上記（2）（3）の内

容から適切であると判断し、日本側団長を含む計５者の署名とした。
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（4）合同調整委員会

　事前調査ミニッツでは議長をプロジェクトマネージャーとしているが、Ｒ／Ｄでは、議長

をプロジェクトディレクターに変更、プロジェクトマネージャー及び計画投資省国際経済関

係局長をヴィエトナム側メンバーに追加する方向で協議し確認すること、及び「郵電技術学

院」と「ＰＴＴＣ－１」との関係を確認し、必要性があればヴィエトナム側メンバーに追加

し、Ｒ／Ｄに記載することを対処方針とした。

　合同調整委員会の議長をプロジェクトディレクター（郵電庁人事局副局長）に、ヴィエト

ナム側メンバーを計画投資省国際経済関係局長、郵電公社人事部副部長、郵電技術学院長、

第一郵電訓練センター所長、同副所長、同訓練課長の６名としＲ／Ｄに記載した。協議の過

程で郵電公社側は本プロジェクトを郵電庁から一任されているので郵電庁は本委員会に必要

ない旨を提案したが、調査団はＪＩＣＡプロジェクトが政府間協力であると説明し、ヴィエ

トナム側はその点を認識し合意した。

（5）プロジェクト組織図

　チーフアドバイザーはプロジェクトディレクター及びプロジェクトマネージャーとに助言

できる旨の関係を示す組織図に変更し、ミニッツに記載することを対処方針とした。

　組織図のヴィエトナム側部分について郵電庁と同レベルに計画投資省を、また郵電公社と

センターの中間に郵電技術学院を各々追記し、ミニッツ４項に記載した。

（6）プロジェクト運営委員会

　事前調査ミニッツで運営委員会の機能及び構成メンバーについて基本的に合意されてお

り、これを再確認し、ミニッツに記載することを対処方針とした。

　運営委員会の議長をプロジェクトマネージャー（郵電技術学院長）に、ヴィエトナム側メ

ンバーをセンター所長、同副所長、公社人事部専門職、センター訓練課長、Ｃ／Ｐ教官とし、

ミニッツ６項に記載した。

３－２－３　ヴィエトナム側投入計画

（1）職員の配置

　事前調査ミニッツで、第一郵電訓練センター所長（副プロジェクトマネージャー）を責任

者とすること、各専門家に対してフルタイムＣ／Ｐ２名を配置し、Ｃ／Ｐの資格要件は大

卒・英語堪能・電気通信訓練教官歴５年以上としている。また、調整員のＣ／Ｐは、長期調

査ミニッツで、センターの会計部門及び総務（施設管理）部門から各々配置することとされ

ている。
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　Ｒ／Ｄ附属Ｃ／Ｐリストで所長及び教官・事務職員を列記し、ミニッツ／ＴＳＩでＣ／Ｐ

予定者氏名及び配置計画を確認することを対処方針とした。

　協議の結果、上記のとおりＲ／Ｄに記載した。先方から提出されたＣ／Ｐ現在員リストに

は、所長、副所長の下に５分野各２名計 10 名の教官及び２名の事務職員の氏名が記載され

ており、そのうち教官２名、事務職員１名を除く全員に面会した。（Ｃ／ＰリストはＡＮＮ

ＥＸ Ⅴに添付した）なお、Ｃ／Ｐの年齢・職位・経歴については別途資料提出を求めた。

（2）プロジェクト経費

　事前調査ミニッツでプロジェクト実施に必要な運営費のヴィエトナム側負担が基本的に合

意されている。

　長期調査でセンターの1997年度予算が 140 億 4,500 万ドン（１億 4,100 万円）であること

を確認した。

　上記について基本的合意事項を再確認し、Ｒ／Ｄに記載すること、プロジェクト予算につ

いて全協力期間の計画及びプロジェクトの初年度予算計画を確認し、ミニッツに記載するこ

ととした。また、日本側プロジェクトコストについてヴィエトナム側から開示を求められた

場合は、文書による公表については事務所が取り扱う旨ヴィエトナム側に説明することを対

処方針とした。

　協議の結果、プロジェクト実施に必要な運営費は基本的にヴィエトナム側が負担する旨を

Ｒ／Ｄに記載した。しかしながら、ヴィエトナム側はプロジェクト予算については郵電公社

予算で手当することとしているものの、具体的な計画は日本側負担の機材品目が未確定であ

り、作成が不可能であることを主張したため、先方が負担すべき運営費の予算費目について

理解せしめ、またヴィエトナム側調達資機材計画を運営委員会で協議決定することで合意

し、その旨ミニッツ８項に記載した。

　日本側プロジェクトコストについては、日本大使館からＲ／Ｄ署名当日のプレスリリース

で、協力期間５年間の予算規模約８億円相当と公表された。

（3）土地・建物・施設

　事前調査ミニッツで、必要とされる施設内容は基本的に合意されている。

　また、事前調査では既存の建物を使用することとしていたが、長期調査で「郵電技術学

院」（Vietnam Institute of Posts and Telecoms Technology）設立構想のもと、本プロジェクト

向けに６階建て新訓練センターの２フロアを提供する旨提案があった。その後、1998 年 10

月 12 日付で建設計画が承認され、予定では 1999 年１月契約、同年２月着工（2000 年２月

しゅん工）とされている。
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　これを受け対処方針としては、上記について再確認しＲ／Ｄに記載すること、ヴィエトナ

ム側に建設計画の予算、設計図、工期等具体的な裏付けを確認し、ミニッツ／ＴＳＩに記載

すること、また、専門家が着任後、新築訓練センター移転までの間は既存の訓練施設で活動

できるよう、必要な場所の確保についてヴィエトナム側に申し入れ、場所を確認しミニッツ

に記載することとした。

　なお、新センターが 2000 年３月の時点で完成されず、供与機材搬入が不可能と判断され

る場合は、協力終了時まで現センターでの協力に切り替える方針であることをヴィエトナム

側に申し渡し、この場合に備え、現センター施設内で供与機材設置に必要とされるスペース

を実地確認し、その結果をミニッツに記載することとした。

　調査の結果、建設予算 126.7 億ドン（約 1.3 億円）は本件調査団派遣前に事務所経由で入

手したものと変更ないことを確認した。設計図については長期調査時のものと変更ないこと

を確認し、ミニッツ 12 項に記載した。工事スケジュールについては、手続きが事前入手情

報より１か月遅れており、1999 年２月入札、３月着工、工期 12 か月で 2000 年２月しゅん

工としており、センター構内の建設予定地を実地検分したが整地されていない状況であっ

た。ヴィエトナム側に対し左記対処方針案のとおり申し渡し、ミニッツ 11 項にその旨記載

した。これについては３月に派遣される専門家が工期を厳しくモニターし、供与機材の輸

送・引き取り・保管・据え付け等のスケジュール管理にあたることが肝要である。

　また、専門家着任後の当面の執務室等を実地確認し、その旨ミニッツ 10 項に記載した。

　なお、全協力期間において現センターを使用してプロジェクトを推進した場合には、提出

図面及び実地検分を通じた調査の結果、機材の設置場所、教室、執務室等既存施設での協力

実施が可能であることを確認した。

３－２－４　日本側投入計画

　協力の範囲についてヴィエトナム側から日本側に、ＩＳＤＮを追加してほしい旨の強い要望が

出された。

　これに対し日本側は、ＩＳＤＮについては①ディジタル交換機の教程でＩＳＤＮを実施予定で

ある②ＩＳＤＮの機能を有する交換機を供与予定である③短期専門家についても、派遣分野の一

つとして考えていることを説明しヴィエトナム側も理解した。

　しかし、ＩＳＤＮを記載してほしい旨再度要望があり、ディジタル交換の協力分野にＩＳＤＮ

技術、供与機材にＩＳＤＮ機能付加の記載を追加することとした。

　また、Operation and Maintenance Center（ＯＭＣ）に関するコースについて要望が出された

が、ＯＭＣについてはヴィエトナムの電気通信網の運用管理方法を運営体として検討し、その後

具体的導入に向け必要な人材育成を図るものであり、まずヴィエトナムとしての電気通信網管理
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方法を検討すべきであり、管理の検討に必要な情報として、ＮＴＴにおける現状等を紹介できる

ことも説明し、ヴィエトナム側も理解した。

　また、日本側での具体的作業に必要な専門家要請書（Ａ１）、研修員受入要請書（Ａ２Ａ３）、

機材申請書（Ａ４）については、1999 年２月中旬までにヴィエトナム側が日本政府に提出する

ことで合意した。

（1）専門家派遣

1）長期専門家

　　長期専門家の分野、人数については、事前・長期調査と同じくチーフアドバイザー兼光

ファイバーケーブル、ディジタル交換、ディジタル伝送、ディジタル無線の４分野及び業

務調整の５専門家である。

　　チーフアドバイザー及び調整員は 1999 年３月、ディジタル伝送、ディジタル無線の専

門家は５月、ディジタル交換の専門家は７月に派遣予定である。

2）短期専門家

　　短期専門家については、データ通信分野のＬＡＮ専門家及び今回要望の強いＩＳＤＮを

具体的に記載し、以前から要望の強かった遠隔研修システム（ＣＡＩ）についてはヴィエ

トナム側が取り下げた。

　　ＩＳＤＮ専門家の具体的要請内容は今後具体的なディジタル交換の教程検討に合わせ決

定することとする。

（2）研修員受入

　研修員の受入れについては、毎年３名、５年間で合計 15 名を目安とする。

　平成11年度については、ヴィエトナム側から人材開発、光ファイバーケーブル技術、ディ

ジタル交換技術の３名の研修員を受け入れることとした。人選について平成 11 年度は研修

員受入要請書（Ａ２Ａ３）を平成 10 年度内に発出する必要があり、ヴィエトナム側が主体

の選出になるが、今後はヴィエトナム側と日本側が合同調整委員会等で協議する。

（3）機材供与

　機材供与については、ヴィエトナム側は具体的品名、数量を協議したい旨申し出たが、既

に長期調査で大枠については合意しており、今回の協議内容ではない旨日本側が説明した結

果、ミニッツにおいて長期調査のＡＮＮＥＸ　Ⅲ、Ⅳを参照することを記載することで合意

した。

　具体的品名、数量については日本側で契約終了後に専門家を通じヴィエトナム側に通知す
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ることとした。

　また、ディジタル交換機へのＩＳＤＮ機能追加については、日本側で調達予定の機器に付

加される予定であり問題はない。

３－２－５　プロジェクト実施計画

（1）協力期間・開始時期

　協力期間については、今までの協議で決めたとおり５年間とし、開始時期については本協

議においてプロジェクト開始は 1999 年３月１日、終了は 2004 年２月 29 日とした。

（2）プロジェクト基本計画

　プロジェクト基本計画については、ＰＤＭについて長期調査、本調査で協議した結果、ミ

ニッツの Appendix ⅦのＰＤＭのとおりとした。

　指標としての、訓練コース数、訓練生の数については今後合同調整委員会で決定する。

　今後、基本計画の変更の必要性が生じたときは、合同調整委員会で協議し、ＪＩＣＡ中間

評価時等の機会を捉え、事務所、本部と調整を行う。

（3）技術協力概要

1）技術移転分野

　技術移転分野については、以下の５分野とする。

・ディジタル交換技術及びネットワーク管理技術

・光ファイバーケーブル及び局外技術

・ディジタル伝送技術

・ディジタル無線技術

・データ通信技術（ＬＡＮ）

　事前、長期調査で要望のあった遠隔研修システムとしてのＣＡＩについては、ヴィエ

トナム側からの提案で協力分野の対象外とした。

2）訓練対象者

　訓練対象者については、当初郵電公社の職員としていたが、今回公衆電気通信の保守

運用を担当している技術者とし、その対象の拡大を図った。

3）訓練の種類

　本プロジェクトの訓練は、電気通信分野に従事する技術者の技能向上を図るものとす

る。
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4）訓練コース

　訓練コースについては、長期調査において協議したため、本調査団においては協議の

対象とはしなかったが、ミニッツのAppendix Ⅱの Tentative Schedule で確認した。

　教程については、Ｃ／Ｐへの技術移転に伴い変更もあり得るため、教程を変更した場

合は内容により合同調整委員会、運営委員会で審議する。

　訓練コース数については、長期調査では年１、２回と記載したが、今回は年度ごとの

開催数を記載せず、第１回の合同調整委員会でプロジェクト全体の進捗状況をみて決定

する。

5）訓練開始時期

　2000年２月にしゅん工予定の新設訓練センターにおいて訓練を実施する計画であり、

供与機材到着後訓練を開始するため、プロジェクト開始後２年目後半からの開始となる。

　教程の検討、教材作成は校舎建設に関係なく現センターで行い、訓練準備を行うが、

センター完成に合わせ機材の据え付け及び試験調整作業によりＣ／Ｐへの技術移転を行

うため、保守コースの開催は 2003 年度後半からの開始となる。

３－２－６　暫定実施計画（ＴＳＩ）

　長期調査時のＴＳＩに基づき、ヴィエトナム側の投入予定・新訓練センター建設工事日程を盛

り込み新たに通年分ＴＳＩ及び新年度分ＴＳＩを策定し、ミニッツ／ＴＳＩに記載することを対

処方針とした。

　協議の結果、通年分ＴＳＩを策定し、ミニッツ１項に記載した。なお、初年度ＴＳＩの訓練コー

ス開設「準備」期間を「カリキュラム・教材作成」として業務内容をＴＳＩに記述した。

３－２－７　PROJECT DESIGN MATRIX（ＰＤＭ）

　事前調査で上位目標・プロジェクト目標を、また長期調査時に成果・活動部分を各々協議し、

暫定合意されたが、指標・ヴィエトナム側投入等については一部内容が未確認のものがあるた

め、実施協議では、上位目標、プロジェクト目標、成果、活動については一部補足（協力分野）

し、指標の到達目標値の設定はプロジェクト開始後協議すること、投入、外部条件については今

回協議、確認のうえ、ＰＤＭに記載し、ミニッツに添付することを対処方針とした。

　協議の結果、上記のとおり合意し、ミニッツ15項に記載した。（ＰＤＭ日本語版は３－３－３

に添付）

３－２－８　Ａフォーム手続き

　公式要請書の参考例を提示のうえ、日本側手続きについて説明し、速やかな提出を求め、それ
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についてミニッツに記載すること、また、研修員要請書については平成 11 年度分として提出を

求めることを対処方針とした。

　協議の結果、Ａ１、Ａ２Ａ３、Ａ４フォームともに 1999 年２月中旬までの提出を求め、先方

の約束を取り付けて、その旨ミニッツ 16 項に記載した。
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第１章　長期調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1986 年に導入されたドイモイ（刷新）政策は、89 年以降徐々に成果をみせはじめ、第５次国

家経済５か年計画期間中（1991 ～ 1995）に、今後の経済成長の基礎固めともいうべき成果を生

み出した。それは、高い経済成長率に端的に現れている。

　ヴィエトナムは更に第６次国家経済５か年計画（1996 ～ 2000）を達成するため、電気通信分

野の整備を経済成長にとって重要なインフラの１つであると位置づけ、現在、電気通信ネット

ワークの拡充に努めているところである。具体的には、1991年から 1995年までの間に、電話機

数で約６倍強（77万台、普及率 1.1％）に発展させたが、電話設備が依然、極めて不足している

状況にあるため、同国の電気通信基本計画では、1996 年末で 100万台（普及率1.4％）であった

電話機を、2000 年末までに４倍（普及率 6.0％）に引き上げることとしている。

　他方、これを支える郵電公社の技術者の不足は深刻であり、また、この技術者を養成する訓練

センターも、陳腐化した設備と技術にとどまっており、今後の電気通信ネットワークの拡充の大

きな障害になっている。

　上記背景の下、今後の職員訓練需要に応えるため、人材・機材とも不十分な第一郵電訓練セン

ターを整備・拡充することによって、新技術及び管理スキルに習熟した教官を育成し、その教官

を通じてエンジニアからテクニシャンまで幅広く、十分な人材育成を行うことが課題となってい

る。しかしながら、実際に訓練を担当する訓練センターの自力では、近年の交換、伝送、無線、

線路、データ通信等の標準的新技術に対応できる人材の育成ができないことから、ヴィエトナム

政府は本件第一郵電訓練センター能力向上プロジェクトに対する技術協力を我が国に要請してき

た。本プロジェクトによって、将来電気通信分野の発展の隘路となる人材育成面の様々な課題の

解決に大きく貢献できるものと期待される。

　今回の長期調査は、1997年の事前調査団（1997年９月18日から９月27日）が要請内容の確認

及びヴィエトナム側実施体制の現状把握をしたことにより、協力に向けての基本的合意に達した

との認識の下、1998 年３月 11日から同年４月７日まで、半年後に予定される実施協議で討議議

事録（Ｒ／Ｄ：Record of Discassions）の署名を行う準備として、以下の調査・協議事項につき、

当方実施案の詳細すり合わせ、最終調整することを目的に実施されたものである。

（1）調査・協議事項

1）協力範囲

　　事前調査で協力対象分野を５分野（①ディジタル交換技術・通信網管理、②光ファイバー

ケーブル・局外設備、③ディジタル伝送、④ディジタル無線、⑤データ通信）としたが、こ



－ 72 －

のうち⑤データ通信については、先方のニーズを十分に把握したうえで技術内容を特定し、

短期専門家派遣による対応とするなど当方案を説明する。

2）その他の協力要望分野

　　事前調査時にヴィエトナム側から強い要望のあった遠隔教育（ＣＡＩ）、研修事業運営管

理（Training Management）両分野への協力について、具体的方法を示す日本側案を提示のう

え先方と協議し、最終案を決定して実施協議につなぐ。

3）当方カリキュラム案の検討

　　事前調査で合意された協力分野については、各訓練コースの当方カリキュラム案を説明

し、機材・教材・研修内容の詳細を先方と協議、調整する。

4）プロジェクト実施体制

　　事前調査でプロジェクト管理体制、合同委員会、運営委員会について基本的に合意されて

いるが、各委員会の機能、メンバーについて再確認する。

5）プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の確定

　　先方は事前調査でＰＤＭについて理解しているが、双方でマトリックス作成までには至っ

ていない。実施協議を円滑に進めるために、今回、長期調査で成果、活動等ＰＤＭの主要内

容について可能な限り協議し、合意しておく。
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１－２　調査団の構成

国際協力事業団国際協力総合研修所
国際協力専門員
Development Specialist,
Institute for International Cooperation,JICA

鈴木　靖男
Mr.Yasuo SUZUKI

総括／団長
Leader１

日本電信電話（株）国際本部国際企画・協力部門
担当部長
Director,
Strategic Planning and International Cooperation
Division,Global Business Headquarters,
Nippon Telegraph and Telephone Corporation

森田　　洋
Mr.Hiroshi MORITA

ディジタル線路技術
Optical Fiber Cable
Technology/Outside
Plant Technology

２

日本電信電話（株）国際本部国際企画・協力部門
嘱託
Senior Adviser,
Strategic Planning and International Cooperation
Division,Global Business Headquarters,
Nippon Telegraph and Telephone Corporation

甲斐　　格
Mr.Itaru KAI

ディジタル無線技術
Digital Microwave
System Technology

３

日本電信電話（株）国際本部国際企画・協力部門
技術協力担当課長
Manager,
Strategic Planning and International Cooperation
Division,Global Business Headquarters,
Nippon Telegraph and Telephone Corporation

矢後　啓一
Mr.Hirokazu YAGO

ディジタル伝送技術
Digital Transmission
System Technology

４

（株）ＮＥＣインターナショナルトレーニング
交換教育部訓練課長
Manager,Training,
Switching Division,
NEC International Training,Ltd.

中村　政和
Mr.Masakazu

NAKAMURA

ディジタル交換技術
Digital Switching
System Technology/
Network Management
Technology

５

国際協力事業団社会開発協力部
社会開発協力第一課
Staff,
First Technical Cooperation Division,
Social Development Cooperation Department,JICA

田村　泰雄
Mr.Yasuo TAMURA

協力企画
Cooperation Planning６

担当業務 氏　名 所　　　　　　属
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１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移　動　及　び　業　務

１ ３／11 水 東京～ハノイ

２ 12 木 大使館・ＪＩＣＡ打合せ／計画投資省・郵電庁（ＤＧＰＴ）・郵電公社（ＶＮＰＴ）挨拶

３ 13 金 対処方針について第一郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－１）との質疑

４ 14 土 Questionnaireの説明／プロジェクトの予定線表説明

５ 15 日 チーム内打合せ

６ 16 月 午前 訓練用設備構成図説明／２週間の予定表提出

午後 各分野の機器構成及び測定器の説明（交換、伝送、無線、光ケーブル）

７ 17 火 午前 交換構成図、伝送構成図・測定器の追加説明／ＬＡＮの構成の説明

午後 教程説明（交換・無線）

８ 18 水 教程説明（伝送・光ケーブル・ＬＡＮ）

９ 19 木 午前 教程変更の確認、訓練実施に向けた業務の流れ説明、ＰＴＴＣの訓練フローの確認

午後 発動発電機の市場調査

10 20 金 午前 建設省の技術者と新訓練センターの工事関係打合せ

午後 ＶＴＲ、ＰＣ、複写機の市場調査

11 21 土 新訓練センターに伴う資料作成（レイアウト、機器配置、機器のサイズ重量、配線、電気容量）

12 22 日 チーム内打合せ

13 23 月 午前 Worker Schoolの調査・見学

午後 新訓練センターに伴う資料作成（レイアウト、機器配置、機器のサイズ重量、配線、電気容量）

14 24 火 午前 Hanoi PTの調査（施設見学は後日）

午後 Vietnam Datacommunication Company（ＶＤＣ）の調査

15 25 水 午前 PT Construction Co.の調査

午後 新訓練センター資料作成

16 26 木 新訓練センターに伴う打合せ（レイアウト、機器配置、機器のサイズ重量、配線、電気容量）

17 27 金 ＰＴＴＣ既設訓練コースのＰＴＴＣ側からの説明（基礎、交換、伝送、無線、光ケーブル）

18 28 土 測定器のサイズ資料作成／打合せ議事録作成及び資料の整理

19 29 日 チーム内打合せ

20 30 月 団内打合せ・次回実施協議時の討議議事録（Ｒ／Ｄ） 案説明と協議

21 31 火 午前 PT Project Co.調査

午後 ミニッツ案の説明と協議

22 ４／１ 水 午前 Vietnam Telecoms International（ＶＴＩ）／Vietnam Telecoms National（ＶＴＮ）訪問

午後 ミニッツの協議

23 ２ 木 ヴィエトナム側提供訓練用資材等打合せ（机・椅子・棚等）、ミニッツの協議

24 ３ 金 ミニッツの協議

25 ４ 土 ミニッツの協議

26 ５ 日 チーム内打合せ

27 ６ 月 ミニッツ最終案確認・ミニッツ署名・交換、大使館、ＪＩＣＡ報告

28 ７ 火 ハノイ～東京

　鈴木団長は本件調査団派遣中、３月16日から３月27日まで別件調査団でラオスに派遣された。

　田村団員は３月29日から本件調査団に参加。
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１－４　主要面談者

ヴィエトナム計画投資省（ＭＰＩ）

Mr.Hoang Dang Hoi Senior Advisor on TV Broadcasting,

Post and Telecommunications Division

ヴィエトナム郵電庁（ＤＧＰＴ）

Mr.Vu Duong Hung Deputy Director General,Personnel Department

Mr.Tran Duc Lai Director,International Cooperation Department

ヴィエトナム郵電公社（ＶＮＰＴ）

Mr.Hoang Xuan Tiep Deputy Director,International Cooperation Div.

郵電技術学院（ＰＴＩＴ）

Dr.Pham Dao President

第一郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－１）

Dr.Nguyen Kim Lan Director

Dr.Le Huu Lap Deputy Director

Dr.Nguyen Pham Anh Dung Head,Radio Department

Dr.Bui Trung Hieu Manager,Management Science & Materials Dep.

Mr.Hoang Trong Minh Instructor,Switching Division

Mr.Pham Anh Tuan Vice Dean,Open Training Faculty

Mr.Nguyen Van Long Manager,International Cooperation

Mr.Pham Minh Thuy Assistant to Director

Mr.Nguyen Tat Thang Head,Software Training Development Center

在ヴィエトナム日本大使館

鈴木　雅一 二等書記官

井田　充則 二等書記官

ＪＩＣＡヴィエトナム事務所

地曵　隆紀 所長

畠山　　敬 次長

菊地　和彦 所員
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第２章　要　約

（1）ヴィエトナム政府関係機関の本調査に対する対応

　計画投資省（通信インフラ担当審議官）、郵電庁（国際局長）、郵電公社（国際部次長）を表敬

訪問し、今回の長期調査の目的と概要を説明し、第一郵電訓練センタープロジェクトの円滑な発

足に向けて、今後のヴィエトナム側の協力を要請した。

　これに対して、上記３機関の対応はいずれも、本プロジェクトの早期開始に対する期待が大き

いこと、特に、効率の良い、かつ迅速なる人材育成の基盤を第一郵電訓練センターで実現したい

ので、その方向で日本の協力に期待していること、更に同センターを通信分野におけるこれから

の人材育成の重要な拠点にし、同国の国家開発に資する位置を確保したい旨の発言があった。

　さらに、計画投資省、郵電庁、郵電公社の３機関は総じて、第一郵電訓練センター拡充の基本

的な考えは、単なる通信事業職員の訓練センターの整備という次元にとどまらず、通信事業／技

術分野の人材育成一般、先進技術開発との連携という要素を含む機関を指向する、というもので

ある。プロジェクトの発足、実施にあたり、こうした面から、関係する政府ないしは監督機関に

対する具体的な提言をＪＩＣＡ側から寄せられることは、ヴィエトナム側として大いに歓迎す

る、という発言もあった。

　以上のごとく、発展性、柔軟性、という点では可能性の大きい案件である。

（2）長期調査の概要

　訓練機材の選定、プロジェクトスケジュールの設定、訓練カリキュラムの詳細決定等にあた

り、重要な問題が今回討議された。下記の事項については、今後十分なフォローを行う必要があ

る。

1）ヴィエトナム側からの提案事項

　本プロ技に必要な施設としては、第一郵電訓練センターの現局舎を利用することになってい

たが、今回ヴィエトナム側より、新たに同センターの敷地内に６階建て、延べ床面積 5,400m2

の新訓練センターを建設することが急きょ決まり（1998 年８月着工、しゅん工は 1999 年末か

ら 2000 年はじめ、とのこと）、本プロジェクトはこのうち２フロアー（延べ床面積 1,800m2）

を使用する旨提案があった。

　　既設の局舎は訓練センターの管理棟として使用される予定であるが、この６階建て新訓練セ

ンターが完成後、更に 15 階建ての施設を新設し、既に組織的には発足している郵電技術学院

（通信技術に関する研修センター、大学、研究機関の機能を有する組織でInstitute of Technology

P.&T. という名称で President は Prof.Dr.Pham Dao 氏）の本拠とする考えのようである。
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2）事前調査時における重要事項の確認

　1997 年の事前調査時に、ヴィエトナム側から強く要請された事項として、a）データ通信分

野への協力、b）将来の研修需要の予測等研修事業管理に関する協力、c）遠隔地教育システム

構築に関する支援、の３点があった。ヴィエトナム側からの強い要請であることを考え、今回

確認の意味で、これらの諸点を更に討論し、以下のとおりの確認に至った。

a）データ通信分野への協力

　データ通信サービスについては、Ｘ－ 25 によるパケット網のサービスが既に開始されて

いる。したがって、この分野への研修支援が考えられるが、今回の調査時点ではヴィエトナ

ムにおけるＸ－ 25 によるパケット網のサービスに実体が十分把握、調査できなかったこと

により、支援分野の確定ができなかったこと、及びヴィエトナム側で、データ通信に関し、

現場の技術不足の問題点の把握と研修需要がどのような技術分野であるのか、第一郵電訓練

センターでの研修の位置づけをどうするのか、など現状の把握が十分でない等の理由によ

り、活用機会の多いＬＡＮ技術一般について短期専門家派遣のベースで協力支援をする旨説

明し、ヴィエトナム側の了解を得た。

b）将来の研修需要の予測等研修事業管理に関する協力

　訓練センターの管理運営について、専担長期派遣専門家ベースの要請であったが、電話線

路技術の指導を兼ねるチーフアドバイザーがこの分野をも兼ねて指導する旨説明し、了解を

得た。今回のプロ技において、ＪＩＣＡとしてはチーフアドバイザーが電話線路技術指導も

兼ねる体制を考えており、これに加えて更に、同センターにおける研修事業管理一般の責務

が追加されることに問題はあるが、カウンターパート研修スキームによるヴィエトナム側関

係者の日本研修という手段の可能性を考えると、チーフアドバイザーの責務に含めてもよい

のではないかと考えて提案し、先方の同意を確認した。

c）遠隔地教育システム構築（ＣＡＩ）

　ヴィエトナム全土に散在する現場指導者のレベルアップ、人材育成を迅速短期間かつ経済

的、効率的に実施するために、できるだけハノイあるいはホーチミン市に研修生を招集しな

いで研修を実施したい、という動機のもとに提案された事項である。衛星通信回線、あるい

は地上長距離電話回線の手段により中央からのダウンリンクを構成し、インターネットある

いは専用回線によってアップリンクを構成して、両方向（教員側と生徒側の）の意思疎通を

確保し、研修を実行しようということが一案として考えられる。

　遠隔地教育システムを円滑活発に運用している開発途上国の事例を見ると、単に研修プロ

グラムを遠隔地に配信するにとどまらず、地方独自の主張を全国に発信する、という要素が

生まれ、これがその地方にある大学、機関等の活性化に寄与している。スレーブ設備のおか

れる地方機関は、このため、大きなインセンティブとなり継続的自律的な人材育成に寄与す
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ることも確認されている。

　この点、ヴィエトナム側の要請はかなり奥深い問題を含む事項を提案してきたことにな

る。通信衛星に設置されるトランスポンダーを気軽に利用できる体制にない我が国は、この

種の分野の開発がかなり遅れている感がある。ごく平凡な技術によって構成されるシステム

であるので、あるいは、今後開発途上国での適応、利用等大きく発展することが考えられる

かもしれない。

　この提案に対して調査団は、パソコンによる教材作成システムのソフトウェアを供与し、

パソコンに接続する時点までの研修支援を短期専門家ベースで実施する旨説明し、了解を得

た。

3）訓練に必要な機材の供与について

　供与が予定される訓練機材について、協力４基本分野に対応して、以下のようにすることを

説明した。

・基礎的電子技術実習設備

・ディジタル交換機（ただし海外仕様のもの）、超多重ディジタル伝送及び無線装置類を有

機的に接続構成し、一連の通信ネットワークシステムとして供与する

・光ケーブル３ km 分の研修設備

・ＬＡＮ研修設備

・以上の各研修設備を使って実習するのに必要な測定器類

・研修機器に安定的に電力を供給するための電源設備

・故障時／損耗時の部品交換用として予備補修用部品／消耗電子部品類等

・教科書作成に必要な機材類

・研修をより効率的にするための各種事務用品、その他

　（詳細については第６章を参照のこと）。

　既存の訓練設備を今回つぶさに観察する機会がもてたが、現在、日常的に実施している訓練

コースの割には、設備があまりにも貧弱である。おそらく、座学が主で実習はほとんど実施し

ていないのではないかと推量したくなる程度の機材を備えているにすぎず、したがって、今回

のプロジェクトで上記機材が導入された場合、ヴィエトナム側にとって、そのインパクトは極

めて強いものになるであろう。つまり、測定器等の使用頻度が当初想定したよりかなり頻繁に

なると予想されるため、その損耗の度合いが予想以上に大きくなる可能性も考えられる。

　今回の設備供与について、ヴィエトナムにとって重要な訓練設備と思われる、セルラー電話

で代表されるような移動通信設備は含まないことにした。
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（3）留意事項

　今回の長期調査を通じて、以下の留意事項があった。

1）新訓練センターの建設スケジュールとプロ技の発足時期について

　ヴィエトナム側の説明によれば、６階建て新局舎の着工時期が1998年８月、しゅん工が2000

年初頭とのことである。もしプロ技の発足を1998年 10月と仮定すると、主要機材の第１号搬

入時期が 1999 年末から 2000 年のはじめとなり、局舎のしゅん工時期とほぼ重なることにな

る。到着機材の一時保管場所として必要なスペースを既設局舎内に確保するようヴィエトナム

側に要請し、供与機材は新設局舎に設置する方向で合意しているが、最終判断は新局舎建設ス

ケジュールによる。先に述べたように、ヴィエトナム側は８月着工を示唆しており、したがっ

て、８月の時点で予定どおりの着工が実現するかどうかの確認が必要であろう。

　それによって、それ以降のスケジュールを設定することになろう。

2）訓練目的に合った設備の小改造について

　訓練センターに導入を予定している設備類はすべて、実際にヴィエトナムの現場に導入、使

用されるであろう最新かつ実際的な設備ばかりである。そのため、訓練センターで実習あるい

は操作指導をするにあたり、教育目的である実習／操作指導という点に配慮して、若干の改造

が必要になることも考えられる。

3）今後の実行線表について

　1998年８月頃の実施協議、1998年 10月頃のプロ技発足という線表が考えられるが、先に述

べたように、ヴィエトナム側の新局舎の準備の進捗次第であろう。その工程進捗に関する状況

把握が、実行線表の確定、なかんずく訓練機材の発注／搬入時期の決定に重要となる。

（4）本プロ技の位置づけについて

　事前調査時の基本計画（案）によれば、本案件は、通常の通信訓練センターとして、短期職場

訓練としての電話交換、電話線路、伝送・無線の各技術をカウンターパートに移転する、という

内容である。

　しかし、ヴィエトナム側の考えは、ハノイの第一郵電訓練センターを郵電技術学院という概念

で考えており、機能として、研究機関、大学としての教育機関をも設置する意向である。５か年

にわたる本プロ技は、このような環境の影響を受けざるを得ない状況である。場合によっては、

タイのモンクット王工科大学のごとき組織発展の態様をたどる可能性もあるが、当面は、技能向

上訓練を主体に行うべきである。

　また、ホーチミン市に第二郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－２）があり、現在かなり改善／整備

／拡充を図っている模様である。本プロ技とＰＴＴＣ－２との機能的な関連も今後の課題であ

る。
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第３章　長期調査・結果概要（ミニッツ要約）

　事前調査の結果を受けて、以下の主要な論点について協議し、ミニッツに取りまとめた。今回

の調査では、主として、第一郵電訓練センターの副所長Dr.Le Huu Lap及びセンター職員との協

議が中心となった。

（1）マスタープランについて

　事前調査の段階で、上位目標とプロジェクト目標について合意している。長期調査におい

て、プロジェクトの成果及び活動について合意した。これは、プロジェクト・デザイン・マト

リックス（ミニッツのＡＮＮＥＸ　Ⅴ）にも反映されている。

（2）ヴィエトナム側からの新提案

　ヴィエトナム側は、1998 年８月着工、99 年９月完成予定の鉄筋コンクリート６階建ての新

訓練センター（5,400m2）を建設し、このうちの５階と６階を本件プロジェクト用として日本側

が利用することを提案してきた。

　現在確保されている予算は、98 年度 80 億ドン、99 年度 60 億ドンである。これ以外につい

ては、今後の予算要求による。一般にヴィエトナムでは、１ m2 当たりの建設費は 100 米ドル

ということであり、不足分については、十分に確保できるとのことである。

　調査団としては、建設スケジュールの厳守を申し入れ、建物が完成するまでの間は、現セン

ターにおいて、専門家の部屋、活動スペース、機材の保存スペース等が十分に確保されること

を条件に、ヴィエトナム側の提案を承認した。

（3）調整員のカウンターパート（Ｃ／Ｐ）について

　本件プロジェクトにおいては、調整員業務の重要性にかんがみ、センターの会計部門及び総

務部門から、それぞれ１名ずつ、計２名を、センターの業務と兼務ながら確保することで同意

された。

（4）カリキュラムについて

　本件プロジェクトで、新設される各訓練コースの暫定カリキュラムについて、ミニッツＡＮ

ＮＥＸ　Ⅱのとおり合意された。

　基本的に、ディジタル交換技術、光ファイバーケーブル・局外設備技術、ディジタル伝送技

術及びディジタル無線技術の４分野について日本側から提案し、ヴィエトナム側の承認を得

た。
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　この他、事前調査の段階で懸案であったデータ通信については、上記４分野の重要性にかん

がみ、ＬＡＮに限定して短期専門家を派遣して導入し、この結果を踏まえ、更なるデータ通信

の需要があるかどうか日本側が見極め、その後の訓練を実施するかどうか決めることとした。

　また、遠隔教育の分野については、事前段階では、インターネットによる教育を考えていた

が、日本側から教科書作成の基本ソフトウェアを供与することとし、教科書作成の基本技術に

ついての技術移転を行うこととした。媒体として、フロッピーディスク及びＣＤを活用するこ

とによって、遠隔地教育に利用させることにしたものである。

　さらに、研修管理面については、事前調査で説明したとおり、Ｃ／Ｐ研修の活用等によって

補うことで了解を得た。

　暫定カリキュラムについて合意したことに伴い、プロジェクトの円滑な推進と十分な訓練効

果を得るために、訓練に必要な機材として、現段階で必要と認められる機材についてリスト

アップした。各機材の、個数、スペック等詳細については今後の協議によることとなる。

　この他、今回協議した機材の他に、ミニッツのＡＮＮＥＸ　Ⅳにおいて、ヴィエトナム側か

ら希望する機材について、日本側に対し要求があった。これについては、聞き置くにとどめ

た。

（5）プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）について

　（1）で述べたとおり、ナラティブサマリーについては確定した。ミニッツに記載したとお

り、最終的には実施協議の段階で確定するものの、ほとんどの点についてはＡＮＮＥＸ　Ⅴに

添付したとおり暫定合意されている。

　実施協議の段階では、微少な修正にとどまると考えられるが、インプットの欄のヴィエトナ

ム側の投入について、再度、合意する必要がある。

（6）暫定実施計画について

　暫定実施計画について、ミニッツＡＮＮＥＸ　Ⅵに添付した。これは、おおよそのプロジェ

クトの開始時期を1998年 10月としたうえで、現段階で考えられるスケジュールについて一覧

にしたものである。

　訓練コースのおおよその立ち上げ時期、専門家の派遣時期、Ｃ／Ｐ研修の受入人数の記載に

とどめたが、先方に対し本件プロジェクトに対する準備について申し入れ、了解された。

（7）プロジェクトの管理体制について

　プロジェクトの運営体制については、合同委員会、運営委員会、プロジェクトディレクター

及びプロジェクトマネージャーを設けることで合意されている。
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　ここでプロジェクトの管理体制とは、日常のプロジェクト実施にあたり、ミニッツＡＮＮＥ

Ｘ　Ⅶに添付したとおり、調整員のＣ／Ｐを除いて、２名をプロジェクト専任で確保すること

を日本側から提案したもので、ヴィエトナム側も同意した。

（8）今後の予定

　1998 年８月実施協議、10 月協力開始で口頭了解済み。なお、６月中には、国家主席への事

前了解取り付けのため討議議事録（Ｒ／Ｄ）案を送る必要がある。
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第４章　協議経過

（1）事前調査時の検討事項の調整

　日本側から、本長期調査の目的を説明し、引き続き対処方針に沿って、前回の事前調査時の検

討事項について調整を行った。

　具体的には

1）データ通信技術分野の協力範囲

2）遠隔教育の協力範囲

3）経営管理及び研修マネージメント

である。

1）データ通信技術分野の協力範囲

　本項目については、ヴィエトナムにおけるデータ通信の現状を把握するとともに、コネク

ションレス網に必要なＴＣＰ／ＩＰ、ＬＡＮのルータ等の研修の必要性について説明を受け

た。

　今回、データ通信分野の訓練コースとして日本側で提案したＬＡＮコースには、ＴＣＰ／Ｉ

Ｐ、ルータ等の教程がふくまれており、このコースを短期専門家派遣により開催することで合

意した。

　また、ヴィエトナム側は、ＡＴＭに対する要望も高く、ヴィエトナムでＡＴＭ－ＬＡＮの

サービスの需要が高まった時点にＡＴＭ－ＬＡＮの訓練コースを開催してほしいとの要望が出

された。

　また、必要に応じ委員会で協議し短期専門家を派遣することとした。

2）遠隔教育の協力範囲

　本項目については、事前調査では衛星を利用した遠隔研修、インターネットを利用した遠隔

研修の要望があった。今回再度要望を確認したところ、現在ビデオテープと教材を送付して遠

隔研修を行っているが、今後はＣＤ、ＦＤを利用した遠隔研修を希望している。

　具体的には、この遠隔研修に必要なオーサリングシステム用ソフト、ハード及び短期専門家

の派遣を希望した。本内容については、既存のシステムの改良で対応できることから、この要

望の範疇で協力することとした。

3）経営管理及び研修マネージメント

　本項目については、前回同様ヴィエトナム側から訓練ニーズ把握コースの設定、訓練生選出

方法等訓練全体のマネージメントについての経験が少なく、この分野での協力を要請された。

　これについては、専門家が技術協力のなかで具体的に技術移転するとともに、郵電訓練セン

ター幹部の日本でのカウンターパート研修を通じ協力することとした。
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（2）対処方針に関連する事項

　対処方針で今回確認すべき事項について、ヴィエトナム側と協議等を行った。

1）郵電訓練センター（ＰＴＴＣ）とワーカースクールの役割分担

　長期研修においては、ＰＴＴＣでは、テクニシャン、上級テクニシャンに対する２年間の研

修を実施している。

　各ワーカースクールでは各Provincial PTから採用予定の高校卒業生の１年間の受託研修を実

施している。

　短期研修においては、ＰＴＴＣではエンジニア、テクニシャン、上級ワーカーを対象にして

おり、ワーカースクールはワーカーを対象にしている。

2）プロジェクト実施体制

　合同委員会、運営委員会の体制、メンバーについては事前調査時と変更はなく、今回更に具

体的な訓練センターにおけるプロジェクト体制について協議し、合意した。

　体制は、ミニッツＡＮＮＥＸ　Ⅶのとおりである。

3）訓練センターの使用計画

　事前調査時には、既設の建物を使用する予定であったが、今回新たに新局舎を建設し、この

局舎の２フロアを本プロジェクトに提供する旨の提案があった。

　1998 年８月に着工し、1999 年 10 月から 2000 年初頭にかけてしゅん工予定である。

　ヴィエトナム側からの要望に基づき日本側から、フロアプラン、電気容量等具体的提案を行

い、ヴィエトナム側も提案を反映する旨の回答がなされた。

4）郵電訓練センターの予算について

　プロジェクト実施に伴いヴィエトナム側の運営経費が必要であることから、予算の現状につ

いて把握した。

　1997 年度の年間予算は、140 億 4,500 万ドン（１億 4,100 万円）であり、教職員の給与が 76

億 400万ドン、スカラシップが15億 7,300 万ドン、出張・文房具・教材が15億 6,900 万ドン、

光熱水費・修理費が 20 億 2,600 万ドンである。

（3）プロジェクト概要説明

　日本側で検討しているプロジェクト全体の概要について説明した。

　資料は、ミニッツＡＮＮＥＸⅥ の暫定実施計画である。

　プロジェクトに伴う専門家の派遣、訓練科班の考え方、訓練設備及びカウンターパート研修に

ついて説明した。

1）専門家

　長期専門家については、プロジェクト開始後調整員を含め５名派遣する。
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　短期専門家は必要に応じて協議し、派遣する。

2）訓練科班

　電気通信設備の保守運用を担当する職員に対し実施する訓練であり、科班の構成は基礎実習

設備のみで開催できる基礎コースと、電気通信設備を必要とする保守コースに大別する。

　基礎コースを先行開催し、その後保守コースを開催することとし、コースの早期開催を図

る。

　今回、確認すべきデータ通信については、事前調査で機材供与の内容がＬＡＮ設備であった

ことから、ＬＡＮの建設・保守に必要な技術力を付与できるＬＡＮコースを設定した。

3）訓練設備

　協力分野及び訓練科班に合わせ、ディジタル交換機、ＳＤＨ伝送機器（ＳＴＭ－４）ＳＤＨ

無線装置（ＳＴＭ－１）、光ファイバーケーブルをシステム的に構成し、訓練を効果的に行う。

　ＬＡＮについては、ＬＡＮ間接続の実習までできる設備とした。

4）カウンターパート研修

　カウンターパート研修については、各年度３名５年間で 15 名と説明した。

　枠の拡大について、強い要望があったが年間３名が最大である旨説明し、ヴィエトナム側も

了解した。

（4）教程打合せ

　日本側から各科班ごとのカリキュラムを説明し、その内容について協議した。

1）ディジタル交換

　ヴィエトナム側から訓練生はディジタル基礎知識を修得しており、基礎コースは必要ないと

の意見が出されたが、基礎コースの必要性と基礎知識がある場合は基礎コースの受講が必要の

ないことを説明し、ヴィエトナム側も理解した。

　ヴィエトナム側の要望として、No. ７信号方式に強い関心があり、信号方式の時限数の増要

望があり、調整の結果、カリキュラム全体として１日増やすこととした。

2）ディジタル伝送

　ヴィエトナム側から基礎コースの回路実習の時間数が多いとの意見があったが、時限数につ

いては、今後訓練を行っていくうえで見直していくこととした。

　Telecommunication Management Network（ＴＭＮ）の具体的内容を知りたいとの要望があっ

たが、現在世界的に標準化作業中であり、明確になった時点で具体的内容を詰めることとし

た。

　伝送以外の知識の必要性についての質問があったが、関連分野の基礎知識は保守・運用上必

要であり、また通信網全体の知識も必要である旨説明し、ヴィエトナム側も理解した。
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　この考え方は他の科班にも共通の旨、合わせて説明した。

3）ディジタル無線

　ヴィエトナム側から基礎コースの代わりに電波伝播の項目を追加したいとの要望があった

が、基礎コースの必要性を説明し、ヴィエトナム側は理解した。

　電波伝播については、その内容が不明確であり、プロジェクト開始後検討することとした。

4）光ファイバーケーブル

　ヴィエトナム側から、光ファイバーケーブル概要は基礎コースに組み込んだらどうかとの意

見があったが、基礎コースを履修しない場合に光の基礎知識を修得できない旨説明し、ヴィエ

トナム側も了解した。

5）ＬＡＮ（データ通信）

　ヴィエトナム側からＬＡＮについて基礎知識を修得した訓練生もいるが、他のコース同様基

礎コースを設定したいとの要望があった。基礎コースが３日間と短期間であり、研修面では必

ずしも効率的ではないが、研修成果の面では問題なく、希望どおり基礎、応用の２コースとし

た。

（5）訓練設備打合せ

　日本側から、教程に合わせ検討した訓練設備、測定器について説明した。

　ヴィエトナム側から、ミニッツＡＮＮＥＸ　Ⅳの要望が出された。

1）ディジタル交換機

　ヴィエトナム側からＩＳＤＮ端末機及びプロトコルアナライザの要望が出されたが、ＩＳＤ

Ｎ端末機については訓練上必要であるので供与の方向で検討し、アナライザについては今後検

討することとする。

2）ディジタル伝送

　ヴィエトナム側からＳＴＭ－ 16 方式伝送設備の要望が出されたが、ＳＴＭ－４方式でも十

分訓練効果があり、また無線設備用に新たな伝送設備が必要であることを説明し、日本側提案

のＳＴＭ－４方式伝送設備で十分であることをヴィエトナム側は理解した。

　また、スペクトラムアナライザ、ＯＴＤＲ等測定器の要望が出された。ＯＴＤＲ等必要のあ

るものについては供与の方向で検討する。

3）ディジタル無線

　ヴィエトナム側から、ＳＴＭ－１方式無線設備用の伝送設備の要望が出されたが、ＳＴＭ－

４方式伝送設備から信号を受信でき、実際の現場に即した訓練ができることを説明し、ヴィエ

トナム側は伝送部門の設備を共用することを理解した。

　測定器の要望も出されたが、今後必要性を検討することとする。
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　ルーラル通信については、ヴィエトナム側がルーラルとモバイルの違いを理解していないた

め、モバイルの要望が出されたが、両者の違いについて説明し、ヴィエトナム側も日本側の提

案したルーラルについて理解した。

4）光ファイバーケーブル

　ヴィエトナム側から光ファイバーケーブル保守システムの要望が出されたが、まず光ケーブ

ルの保守・管理方法を検討し、その後システム化を検討した後にシステムを導入すべきもので

あり、今回導入しても単なる紹介になることを説明したところ、ヴィエトナム側も理解した。

　多芯融着接続機の要望が出されたが、これについては訓練上必要であり、供与の方向で検討

する。

5）ＬＡＮ

　ヴィエトナム側から、将来ＡＴＭ－ＬＡＮが導入された場合の、ＡＴＭ－ＬＡＮの訓練に必

要な機器について要望が出されたが、これについては今後の動向を見ながら供与の方向で検討

する。

（6）訓練用局舎関係打合せ

　事前調査時には既設局舎を使用する予定であったが、今回ヴィエトナム側から新設予定の新局

舎を本プロジェクトに提供するとの提案があり、建築条件等について意見交換を行った。

　また、ヴィエトナム側から日本側に対し日本側で検討した訓練設備を設置する場合の建物に対

する必要条件の検討を依頼され、その検討結果を説明した。

　ヴィエトナム側から、この結果を設計に反映する旨の説明がなされた。

　詳細はミニッツＡＮＮＥＸ　Ⅲのとおりである。

1）新訓練センター局舎

・新センターの工事期間は、1998年８月着工、1999年末から2000年初頭にしゅん工予定であ

る。

・建物は、６階建て総面積 5,400m2 であり、その５、６階が本プロジェクト用である。

2）ヴィエトナム側の依頼事項と日本側提案

・フロアの利用計画

　５階は訓練用教室、６階は専門家・カウンターパート用事務室とし、間取りについては、

極力ヴィエトナム側の基本設計どおりとし、提案した。

・機器配置及び荷重設計

　全体の機器配置については、各機器がシステム的に構成できるよう提案した。

　室内の配置は訓練効果を考慮し、同一教室で座学、実習ができるような形を提案した。

　荷重については、参考機器の重量とサイズを参考に提示した。
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・電源容量及び系統

　各教室の電源容量については、参考機器・測定器、訓練用ツール及び空調用の電源を考慮

し、提案した。事務室についても、ＯＡ機器、空調を考慮し提案した。

　また、ハノイは停電があるので、停電時にも実習訓練ができるよう、発電機を考慮した電

源系統を提案した。

・訓練用什器

　ヴィエトナム側で用意する机、椅子、棚等の什器類について、数量、サイズを提案した。
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第５章　カリキュラム

　日本側から教程の基本的考え方として、通信用設備を必要としない基礎コースを開催し、その

後、機材の設置に合わせ保守コースを開催したい旨説明し、その後、日本側で検討した各科班ご

との具体的カリキュラムを説明した。日本側の提案した各科班のカリキュラムは、ミニッツＡＮ

ＮＥＸ　Ⅱのとおりである。

　各分野ごとの具体的内容は以下に述べる。共通的にはディジタルの基礎等基礎コースの一部内

容について訓練生は知識を修得しており必要がないとの意見がヴィエトナム側から出されたが、

基礎知識の必要性を説明し、ヴィエトナム側も理解した。

　日数の増、科班の分割を行ったが、ほぼ日本側の提案したカリキュラムで訓練を実施し、訓練

を行いながら教程の充実を図っていくことを双方理解した。

（1）交換

　ディジタル交換技術では、ディジタル交換基礎、ディジタル交換保守及びディジタル交換ソ

フトウェアコースを設定した。基礎コースの内容は通信の基礎、ディジタルの基本技術、交換

の基礎技術、トラフィック技術及びディジタル回路の演習である。保守コースでは、ディジタ

ル交換の基本技術、ディジタル交換ハードウェア、交換機保守、No. ７信号方式及びＩＳＤＮ

の基礎知識等を学ぶ。交換ソフトウェアコースは交換呼処理の概要及び局データ変更の技術で

ある。No.７信号方式の呼処理はヴィエトナム側の強い要望もあり、訓練時間を増やすことに

した。結果として、交換ソフトウェアコースは１日増えることになった。なお、保守コースの

なかでＩＳＤＮ加入者及び中継線のプロトコル解析技術の要望があったが、交換機保守と直接

関係がないので今回はカリキュラムに取り入れないことを説明し、ヴィエトナム側も理解し

た。

（2）伝送

　伝送技術コースでは、ディジタル伝送基礎コース、ディジタル伝送保守コース、ディジタル

伝送応用コースの３コースを設定した。基礎コースのカリキュラムは、伝送理論、ＰＣＭ符号

化方式等の座学と実習、保守コースのカリキュラムはディジタル伝送技術とＳＤＨ光ファイ

バー伝送技術等の座学と実習、応用コースのカリキュラムはＳＤＨシステム技術の座学と実習

である。このカリキュラムに対しヴィエトナム側から、基礎的な部分や他部門の概要が不要と

の意見が出されたが、協議の結果、原案どおりのコースを設定することで合意した。
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（3）無線

1）無線－１　マイクロ

　コース設計としてディジタルマイクロ技術の基礎を修得する基礎コース、マイクロ局内保

守技術を修得するディジタル無線保守コース、マイクロシステム保守技術を修得するディジ

タル無線システム保守コースの３つのレベルに分け、コースを設定した。

　各コースは実技・修習に重点を置いた時間配分としており、この提案に対しヴィエトナム

側から基礎コースのディジタル回路理論は訓練生が修得しており必要ないのではないか（そ

の理由として訓練生の内訳はエンジニア 20％、テクニシャン 80％で知識は修得している）

との意見が出されたが、基礎知識の重要性を説明するとともに、コース開催時の入学試験を

実施するので、その結果により必要性を検討すべき旨説明し、ヴィエトナム側も理解した。

　回線設計についてはヴィエトナム側からコンピュータプログラム設計実習の要望があった

が、設計実習の目的は設計の基礎理論を理解することが重要であり、これが理解できて、そ

れからの応用としてコンピュータプログラムを用いた設計に進むべきであることを説明、プ

ログラムにもいろいろなレベルがありこれを十分に理解させるためには、新たなコースを必

要とするほど時間がかかる旨説明し、ヴィエトナム側も理解した。

2）無線－２　ルーラル無線

　ディジタルルーラル無線保守コースのカリキュラムに対して、座学と実習の時間数が49対

28では実習の時間が多すぎるのではないかとの質問があったが、ルーラルのコースを開設し

た場合、訓練生からは実習時間をもっと長くするよう要望が出るのではないかと説明し、

ヴィエトナム側も理解した。

（4）線路

　光ファイバーケーブルについては、光ファイバーケーブル基礎、保守、設計の３コースを設

定した。基礎コースのカリキュラムは、他の分野同様にディジタルの基礎知識と関連電気通信

技術である。保守コースのカリキュラムは、光ファイバーケーブルの基礎知識、建設・保守に

必要な知識及び接続・測定の実習である。

　設計コースは、支障移転等簡易な設計ができる範囲の知識と設計実習である。

　このカリキュラムに対しヴィエトナム側から、保守コースの光ファイバーケーブルの基礎知

識を基礎コースに組み入れてはどうかとの意見が出されたが、基礎コースはディジタル知識を

有している訓練生が受講しない場合もあり、光ファイバーケーブルの基礎知識のカリキュラム

を受講できないおそれがあることを説明し、ヴィエトナム側も合意した。

　また、設計コースの実習をコンピュータで行いたいとの要望がヴィエトナム側から出された

が、コンピュータで行った場合は、操作方法は修得できるが、計算の根拠、計算方法等具体的
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設計方法を理解できない旨説明し、ヴィエトナム側も合意した。

（5）データ通信

　データ通信については、事前調査で供与機材をＬＡＮとしており、今回はＬＡＮに関するカ

リキュラムを設定した。カリキュラムは、ＬＡＮ構築、Windows NT 環境設定、ルータによる

ＬＡＮ間接続である。ヴィエトナム側のデータ通信に関する要望は、ＴＣＰ－ＩＰ、ルータ等

でありこの内容がカリキュラムに含まれているので、このカリキュラムでヴィエトナム側も合

意した。

　ヴィエトナム側から、ＬＡＮ構築の内容については既習済みの訓練生もおり、この内容は基

礎コース、残りは応用コースにしたいとの要望があり、基礎コースが３日間と短期間になる

が、コース全体としては問題はないので、ヴィエトナム側の要望どおりとした。

　ヴィエトナム側からは、今後ヴィエトナムにおいてもＡＴＭ－ＬＡＮが導入された場合、Ａ

ＴＭの科班も開講したいとの要望が出され、科班開講に伴う機材については今後の導入動向を

見ながら、今後両者で協議することとした。
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第６章　機　材

　機材については、日本側で検討したカリキュラムに必要な訓練用設備、測定器を日本側案とし

て説明した。

　通信設備の基本構成についてはヴィエトナム側も理解したが、ヴィエトナム側からは機材につ

いて先進技術の要望が高く、ＡＴＭ交換機等最先端機器の要望が出された。しかし、郵電公社と

しての導入計画や訓練上の効果を説明し、日本側の検討案をヴィエトナム側は理解した。

　各分野ごとの具体的内容は、以下に述べる。

　機器等に対するヴィエトナム側の要望は、ミニッツＡＮＮＥＸ　Ⅳのとおりであり、要望の必

要性について今後検討していく。

（1）交換

　ディジタル交換システムでは、局用ディジタル交換機及び遠隔加入者装置（ＲＬＵ）を検討

した。また、研修を効果的に実施するため複数台の操作端末を教室に設置することとした。な

お、ヴィエトナム側からＩＳＤＮ及びNo.７信号方式プロトコル解析器の要請があったが、今

回の研修目的と異なるので導入は困難である旨を説明し、今後検討することとした。電源装置

は交換機室に設置し、他の研修装置（伝送、無線及び線路装置）に給電することを説明し、ヴィ

エトナム側も理解した。

（2）伝送

　提案はＳＤＨ伝送装置を３局に見立てたループ構成と、ＰＣＭ符号化実習のためのＰＣＭ　

ＭＵＸとし、ＩＴＵ－Ｔ規格のＳＴＭ－４（622Mbps）に各局独自に設定や試験を行うＬＣＴ

を組み合わせた。

　これに対し、ヴィエトナム側は、ＳＴＭ－ 16（2.4Gbps）ループとＮＭＳ（網管理装置）の

組み合わせを提案した。

　ＳＴＭ－16については、ＳＴＭ－４でも十分訓練効果があり、ＳＴＭ－ 16にした場合無線

用にＳＴＭ－１の伝送機器が必要であることを説明し、ＳＴＭ－ 16 は無理なのでＳＴＭ－４

の設備とする旨説明し、了解された。

　ＮＭＳについては、重要ではあるが現在のヴィエトナムの通信システムではまだ導入が早い

こと、予算的に難しいことを説明した。

　測定器については訓練に必要な最小限とし、スペクトラムアナライザの供与について検討す

る。
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（3）無線

1）無線－１　マイクロ

　ディジタルマイクロシステムの構成として２ホップ１中継所２端局構成とし、１スパンは

通常の伝搬プラス干渉雑音の付加、他のスパンはスペース・ダイバーシティー付きの区間と

し、ＳＤＨ用 64 ＱＡＭの変復調器を有するシステムとして、ＳＴＭ－１ディジタル信号は

伝送装置側から供給を受ける構成とした。無線区間は現用・予備の１＋１システムとした。

（資料２：設計図参照）

　これに対してヴィエトナム側からＳＴＭ－１ディジタル信号の伝送装置を伝送側と独立に

無線側にも設置してほしいとの要望があったが、コースに伝送装置の実習や詳細の回路の必

要はなく、また必要がある場合も伝送側から信号が供給されるため何らの不都合も生じない

ので、この構成とすることでヴィエトナム側も理解した。なお測定器については無線側では

伝送の測定器は含めないこととした。

　ヴィエトナム側からＶＳＷＲの測定器をほしいとの要望があったが、この測定はマイクロ

ウエーブ・アナライザにブリッジを付加する場合に必要なもので、今回この測定器は必要は

ない旨説明し、ヴィエトナム側も理解した。

2）無線－２　ルーラル無線

　ＤＲＭＡ方式のルーラル無線システムを提案したが、ヴィエトナム側はＣＤＭＡ方式が将

来ヴィエトナムに導入されるので、この方式が望ましいと要望した。

　ヴィエトナム側の導入計画を質問したところ５省がＣＤＭＡ方式、10省がＴＤＭＡ方式を

導入する計画で、ヴィエトナム中部地区の日本のＯＤＡプロジェクトではＴＤＭＡ方式が導

入予定であることから、ＴＤＭＡ方式の機器とすることを理解した。将来ＣＤＭＡの技術が

大幅に導入された場合はＣＤＭＡ方式を検討する必要もある。

（4）線路

　光ファイバーケーブルについては、ケーブル及びファイバー芯の接続及び接続損失の測定、

故障点の探索ができ、また伝送装置に接続しケーブルの変化による伝送品質への影響も検証で

きることを考慮した設備を検討した。ヴィエトナム側から多芯融着接続機スペクトラムアナラ

イザの要望が出されたが、接続機については、単芯・多芯接続機が主流であり、単芯・多芯接

続機を供与する方向で検討する。スペクトラムアナライザについては、伝送部門でも使用する

測定器であり、供与について検討する。

（5）データ通信

　データ通信については、カリキュラム同様ＬＡＮ設備を検討し、カリキュラムに合わせISDN
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Simulatorを介したＬＡＮ間接続までできるようにルータ、ＳＷ－ハブ、ハブＮＴ－サーバ、Ｐ

Ｃ、プリンタ等の機器及びそれに関連した測定器とした。

　ヴィエトナムでは、ＰＣとしてＤＯＳ／Ｖを使用しており、ＤＯＳ／Ｖのみとする。

　ヴィエトナム側からは、今後ヴィエトナムにおいてもＡＴＭ－ＬＡＮが導入された場合、Ａ

ＴＭの科班の開講に合わせＡＴＭ関連機器がほしいとの要望が出され、これについてはカリ

キュラム同様、今後導入動向をみて両者で協議することとした。

（6）遠隔研修

　遠隔研修については、ヴィエトナム側からヒアリングをしたところ、ＣＤ、ＦＤを利用した

ＰＣによる遠隔研修を行いたいとして、そのための教材作成用オーサリングシステムのハー

ド、ソフトの要望が出された。

　ハード面ではパソコンで対応でき、ソフト面でも英語版はあるので、このバージョンでの対

応は可能であり、供与の方向で検討する。ヴィエトナム語版の要望があり、この対応も含め今

後ヴィエトナム側と具体的に協議することとした。供与及び短期専門家派遣時期は訓練コース

の開催後としたい。
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第７章　建物打合せ

　事前調査時には既設局舎を使用する予定であったが、今回ヴィエトナム側から新設予定の訓練

棟を本プロジェクトに提供するとの提案があり、建築条件等について意見交換を行った。

　また、ヴィエトナム側から日本側に対し日本側で検討した訓練設備を設置する場合の建物に対

する必要条件の検討を依頼され、その検討結果を説明した。ヴィエトナム側から、この結果を設

計に反映する旨の説明がなされた。詳細はミニッツＡＮＮＥＸ　Ⅲのとおりである。

（1）ヴィエトナム側の提案と依頼

　新訓練センターの概要は下記のとおりである。

・新訓練棟の工事期間は、1998年８月着工、1999年末から2000年初頭にしゅん工予定であ

る。

・建物は、６階建て総面積 5,400m2 であり、その５、６階が本プロジェクト用である。

・敷地は、既存の平屋建て座学棟、寄宿舎の跡地を利用する。

　計画図では単に教室用に間仕切りをした部屋が並んでいるだけであり、その活用方法につい

ては、調査団において検討するよう依頼された。依頼に基づき調査団で訓練計画に適合した部

屋割を検討し、間仕切り等の建物建築関連の提案と要望を下記のように行った。

（2）調査団の提案と要望

1）フロアの利用計画

　５階は訓練用教室として、交換、伝送、無線、光ファイバーケーブル、データ通信及び基

礎実習の各室を配置した。６階は専門家・カウンターパート用事務室とし、プロジェクト方

式技術協力チームのチーフ・アドバイザー、調整員、専門家、カウンターパート等の事務室

を配置した。間取りについては、極力ヴィエトナム側の基本設計どおりとし、提案した。

2）機器配置及び荷重設計

　全体の機器配置については、各機器がシステム的に構成できるよう提案した。室内の配置

は、訓練効果を考慮し、同一教室で座学、実習ができるような形を提案した。荷重について

は、参考機器の重量とサイズを参考に提示した。

3）電源容量及び系統

　各教室の電源容量については参考機器・測定器、訓練用ツール及び空調用の電源を考慮

し、提案した。事務室についても、ＯＡ機器、空調を考慮し提案した。また、ハノイは停電

があるので、停電時に実習訓練ができるような発電機を考慮した電源系統を提案した。
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4）訓練用什器

　ヴィエトナム側で用意する机、椅子、棚等の什器類について、数量、サイズを提案した。

5）建築付帯工事

　建築に付随する間仕切り、ドア位置、照明、電力配線、コンセント位置、壁面の貫通口、

二重床等の仕様を図面で提示し、ヴィエトナム側の工事に含め実施を要望した。

（3）結論

　新訓練センターについては、1998 年度予算が配算済、99 年度予算も確保予定であり、調査

団としては建築スケジュールの厳守を申し入れた。建物が完成するまでの間は、既設校舎にお

いて、専門家の部屋、活動スペース、機材の保存スペース等が十分に確保されることを要求

し、ヴィエトナム側は承認した。
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第８章　第一郵電訓練センター（ＰＴＴＣ－１）現況

（1）訓練コース

　ＰＴＴＣ－１における既設科班の訓練コースの概要は以下のとおりである。

　全体に、機器の不足から実習が不十分である。

1）基礎コース

　コースの目的はディジタルの基礎、回路の知識、技能の修得である。

　対象者はハイレベルのワーカー、テクニシャンであり人数は 30 ～ 40 名である。

　日数は９日間で、その座学と実習の時間配分は 50：50 である。

　教程内容は加入者回路、ＢＣＤ、Ａ／Ｄ変換（ＰＣＭの原理含まず）、ＭＵＸ／ＤＭＵＸ等

である。

　装置類の不足が大きな問題である。

2）交換機コース

　コースの目的は、ＮＥＡＸ 61Ｅ、ＮＥＡＸ 61ＸＳの保守、運用に関する知識及び技術の修

得である。

　対象は交換エンジニア、交換テクニシャンであり、レベル的には大学卒業程度の知識が要求

される。事前テストがあり、テストの成績が不十分な者については放課後補習をすることがあ

る。人数は 15 ～ 20 名である。

　日数は 18 日間で、その座学と実習時間配分は 50：50 である。

　教程内容は、概要（システム構成、ハード、保守運用概要）が９日、実習（保守運用）が９

日であり、保守の知識はすべて座学で学んでいる。

　最終試験としてペーパー試験と口頭試問がある。

　問題点は、端末が１つしかないのでグループを分けて実習をしていることで、３グループ構

成としており、控えの生徒は自習の形態を取っている。

3）光伝送コース

　コースの目的は、ＰＤＨの知識、ＳＤＨシステムの保守、運用に関する知識及び技術の修得

である。

　対象は伝送エンジニア、伝送向けのテクニシャンであり、人数は 20 ～ 30 名である。

　日数は 12 日間で、その座学と実習時間配分は 70：30 である。

　教程内容は概要（システム構成、ハード、保守運用概要）実習（保守運用）であり、保守の

知識はすべて座学で学ぶ。

　問題点としては、ＰＴＴＣ－１には34MbpsのＰＤＨ設備があるだけで訓練設備がないこと

があげられ、品質測定の実習のためにハノイ郵電局に４日間行く。
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4）無線コース

　コースの目的は、無線システムに関する知識及び技術の修得である。

　対象は無線エンジニア、無線テクニシャンで、人数は30～40名であり、20％がエンジニア、

残りがテクニシャンである。

　実績は 1996 年２コース、97 年２コース、98 年１コース（予定）。

　日数は 18 日間（ただし、半日が授業で午後は自習）で、実習は４日（半日）のみである。

　教程内容は、座学としてディジタルの基礎、設備の説明、監視と制御を行う。

　実習は郵電公社の Communication and Telecommunications Incorporation（ＣＴ－ＩＮ）で行

う。この会社は機器の組み立てやインストレーションを行っている。

5）モバイル及びルーラル通信コース

　1997 年以前はルーラルのみであったが 97 年よりモバイルを追加した。

　コースの目的は、移動無線及びルーラルシステムに関する知識及び保守技術の修得である。

　対象は無線エンジニア、無線テクニシャンで、人数は 30 ～ 40 名である。

　日数は 18 日間である。

　ＰＴＴＣ－１では座学のみを行い、実習について、移動無線の場合はVietnam Mobile Service

（ＶＭＳ）／ Global Paging Card phone（ＧＰＣ）に出向いて行う。

6）光ケーブル

　コースの目的は、光ファイバーケーブルの知識と光システムに関する知識及び技能の修得で

ある。

　対象は線路エンジニア、線路向けテクニシャンで、人数は 10 ～ 20 名である。

　日数は 10 日間である。

　問題としては、設備・測定器がなく、実習に苦労している。

（2）設備状況

　近年の急速な通信網の拡充により導入された各ベンダーの交換設備が、研修用設備として新設

されている。また、遠隔教材作成スタジオはよく活用されており、ビデオカセット教材を作成

し、郵送による遠隔研修を実施している。伝送、無線実習室に関しては旧式の設備が設置されて

いるのみである。論理回路実習室には各種実習装置があり、学園で自作した実習装置も用意され

ていた。主な研修設備を以下に示す。

1）Ｅ 10 ディジタル交換機実習室

　ディジタル交換機運用保守基礎コース、同上級コースで利用されている。

　アルカテル社から寄贈された設備である。
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2）ＮＥＡＸ－ 61 ディジタル交換機実習室

　ＮＥＣ社から寄贈された設備である。現在訓練センターのＰＢＸとして活用されているが、

訓練コースは現在休止している。

3）ＳＴＡＲＥＸ　ＶＫディジタル交換機実習室

　ディジタル交換機運用保守基礎コース、同上級コースで利用されている。

　ゴールドスター社から寄贈された設備である。

4）第１コンピュータ実習室

　教官がＣＡＩ教材を含め、テキストや参考資料を作成するために使用している。最近、イン

ターネットに接続され、コース紹介のホームページが作成されていた。

5）第２コンピュータ実習室

　スタンドアロンのＰＣ 386 とＰＣ 286 シリーズのパソコンが各 10 台ずつ配備されている。

　ゴールドスター社から寄贈された設備である。

6）光ファイバー実習室

　２ Mbps と 34Mbps のマルコーニシステムを使って毎年約 50 名のテクニシャンを教えてい

る。

7）マイクロ無線実習室

　オーストラリアＡＷＡ社の２Mbpsマイクロ無線システムを使い、毎年約50名のテクニシャ

ンと約 25 名の上級テクニシャンを教えている。

8）ＣＡＩ実習室

　テルストラ社から寄贈された５台のパソコンとＬＡＮで構成されたＣＡＩシステムと約 20

パッケージのＣＡＩ教材が配置されている。

9）遠隔研修室

　遠隔研修用のビデオ室と簡易型のテレビスタジオが新設されており、ビデオ教材作成のため

の各種機材が配備されている。ビデオ信号配信のための34Mbpsマイクロシステムも設置され

ているが、現在はオフラインで使用されており、ビデオカセットの郵送で遠隔研修を実施して

いる。

10）その他の教室

　論理回路実習室、図書館２か所を見学した。その他に会議室、語学実習室、公開講座用のコ

ンピュータ実習室、800 名収容の学生寮等がある。
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第９章　ヴィエトナムにおける通信設備状況

９－１　郵電公社（ＶＮＰＴ）概要

（1）組織

　郵電庁（ＤＧＰＴ）は全国の電気通信の整備にかかわる調整、方針、標準を計画し、その認

可のため政府に諮る機能をもった国家機関である。ＶＮＰＴは、本社部門、多くの独立採算制

子会社、従属採算制子会社、教育・研究開発・医療を行う付属機関や合弁会社を保有する公社

組織の電気運営機関である。また、第一及び第二郵電訓練センターと３つのワーカースクール

はＶＮＰＴの付属機関に分類されている。全国に 2,139 の郵電事業所がある。

　1997年９月に、第一及び第二郵電訓練センター、郵電研究所及び経済研究所を包括した郵電

技術学院が設立された。

（2）電気通信網構成

　統括センターがハノイ、ホーチミン、ダナン各市に各々１センターあり、国際通信のために

Vietnam Telecoms International（ＶＴＩ）のネットワーク、長距離通信のために Vietnam

Telecoms National（ＶＴＮ）のネットワークがある。さらに、省内通信のために各地域郵電会

社のネットワークがある。

（3）設備状況

1）交換設備

　市内交換機は、ホストと遠隔交換ユニットに分けられる。すべての交換機はディジタル化

されている。様々な種類の交換機が設置されており、保守、運用に支障をきたし、かつ交換

機間インターフェースを困難にしている。現在、No.７信号方式及びＩＳＤＮの導入を計画

しているが、将来の問題を軽減するために、交換機の種類を減らす計画である。

　全国で導入されている市内交換機メーカーの内訳は、10 省でアルカテル、11 省でシーメ

ンス、７省でＮＥＣ、２省でノーザンテレコム、21省でゴールドスター、４省で富士通、３

省でエリクソン等である。ハノイ市及びホーチミン市における市内交換機の導入状況は表－

１のとおりである。



－ 101 －

　市外交換網は市外交換機及びタンデム交換機がある。交換機はすべてエリクソンのＡＸＥ

10 である。

2）伝送無線設備

　ハノイ市とホーチミン市間の基幹伝送路は1,600kmの長さで、有線、無線の２ルートで構

成されている。有線については、ノーテル社の2.5Gb/s の南北縦断光ファイバーシステム基

幹伝送路が敷設され、運用されている。無線ではシーメンス社及びアルカテル社の144Mb/s

のディジタルマイクロ無線システムが使用されている。また、61ある省及び直轄市の間及び

500にのぼる県を結ぶ短距離伝送路網には15Mb/s、622Mb/sの光伝送システム及びディジタ

ルマイクロ無線システムが使用されている。

　衛星通信においては、３つの衛星地球局がハノイ市、ダナン市、ホーチミン市にあり、国

内通信用 120 チャネル、国際通信用 3,000 チャネルの容量をもっている。タイ－ヴィエトナ

ム－香港（ＴＶＨ）をつなぐ 560Mb/s の国際光ケーブルは、1,700kmの海底線ケーブルと26

の中継所を含み、トータル 3,367km で、1996 年２月にサービスを開始した。

3）データ通信設備

　ＶＮＰＴの子会社Vietnam Data Communication Company（ＶＤＣ）がハノイ市、ダナン市

及びホーチミン市にパケット交換機を設置、各交換機間を結んだパケット通信網を構築して

サービスを提供している。1991 年にサービスを開始。現時点での規模は小さく、1998 年３

月時点で全ユーザーの合計が 30 社程度である。主な取引先は、外資系企業、銀行、情報処

理会社である。ＶＤＣ社はインターネットのプロバイダー免許を取得し、1997年からサービ

スを開始した。現時点で電子メールサービスとＷＷＷサービスを実施している。なお、イン

ターネットの国際ゲートウェイはＶＤＣだけに限定されている。

4）ルーラル通信システム

　ルーラル通信システムについては、無線システムとしてフィリップス社のＩＲＴ 1500 及

び2000、ＮＥＣのＤＲＭＡＳＳ及びHughes社のＧＭＨ2000Ｆが、有線システムとしてＡＴ

＆Ｔ社のＤＬＣ、ノーザンテレコム社のＳＬＣが使用されている。

表－１　交換設備数

メーカー／機種 ハノイ市 ホーチミン市

アルカテルＥ 10 14 ユニット 10 ユニット

シーメンスＥＷＳＤ ６ユニット ７ユニット

ＬＧ　ＴＤＸ１Ｂ 10 ユニット 11 ユニット

ＮＥＣ　ＮＥＡＸ 61 ６ユニット ６ユニット
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（4）サービス

1）一般加入電話サービス状況

　1997 年９月における国内電話サービス状況は以下のとおりである。

　加入電話回線設備数　180 万回線

　加入電話回線数　　　145 万回線

　電話普及率　　　　　約２％

　加入電話回線数は、国内主要４都市（直轄市：ハノイ、ホーチミン、ハイフォン及びダナ

ン）に全体の約半数である 47％が集中している。

2）公衆電話サービス状況

　公衆電話機数は 1997 年９月現在３万 800 台であり、1,000 人当たり 0.42 台である。

3）移動電話サービス

　ＶＮＰＴ傘下の子会社 Vietnam Mobile Service（ＶＭＳ）が運営している。アナログのＧ

ＳＭが主体であるがＣＤＭＡ方式のディジタルシステムの導入が一部開始されている。加入

台数は 1997 年９月現在で、約 11 万台である。

９－２　その他の施設

（1）ワーカースクール

　ワーカースクールは、ＰＴＴＣと同じくＶＮＰＴの付属機関である。ＰＴＴＣがテクニシャ

ン及びエンジニアを対象とした短期研修機関であるのに対し、ワーカースクールは、ワーカー

を対象とした長期研修機関である。ワーカースクールは、ヴィエトナム北部地域に２か所、中

部地域に１か所、南部地域に１か所ある。ハノイ市近郊にあるハーナム（Ha Nam）ワーカー

スクールの概要を示す。

1）組織

　全職員は 106 名で、このうち 51 名が教官である。組織を図－１に示す。

　教官の内訳は、郵電業務 15 名、交換技術８名、伝送技術（局外施設含む）12 名、無線技

術７名、通信用電源５名及び外国語教育４名となっている。

図－１　ハーナム・ワーカースクール組織図

郵電業務 交　換 伝　送 無　線 通信電源 外国語

訓練部門 資材計画部門 総務部門

副学園長

学園長
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2）研修生

　研修生の年間総数は700～ 800名である。そのうち３分の２が１年教育の学生であり、３

分の１が短期研修のＶＮＰＴの職員である。なお、全研修生の90％が寄宿生となっている。

また、高校卒業見込みの生徒のなかで、地域郵電会社から推薦された次年度採用予定の生徒

は、ＶＮＰＴの奨学生としてワーカースクールで１年間訓練を受けることができる。授業料

は無料であり、本代のみ本人の負担である。ＶＮＰＴの職員は、一般に１～３か月の短期研

修に参加する。

3）訓練コース

　部門ごとに１年間コースと２～３か月の短期コースがある。１年間コースにおける、実習

の割合は 60％である。

4）その他

　教官の平均授業数は、座学の場合は週に18講座、実習の場合は週に36講座である。なお、

１週間は６日、１日７講座、１講座は45分である。クラス構成は、１クラス30名から40名

である。

5）訓練用設備

a）交換機

　シーメンス小容量局用交換機の H i C O M 3 0 0 及びパナソニック製のＰＢＸ

（Panasonic1232）がある。

b）宅内装置（ＦＡＸ）

　パナソニック製ＫＴ－Ｆ90、キヤノン製Fax450等が実習教材として使用されている。

c）端末

　コンピュータ端末としてコンパック486、２台が教師用として使用されている。生徒

用にはコンパックProline Ａ４／335、エプソンＦＸ11705セット及びＩＢＭ５セットが

ＬＡＮ上に接続されている。

（2）Vietnam Data Communication Company（ＶＤＣ）

　ＶＤＣはＶＮＰＴの子会社で、ヴィエトナム全土にデータ通信サービスを展開している。

1）組織

　ＶＤＣは４つのセンターを保有して、データ通信及びインターネットサービスを実施して

いる（図－２）。各センターの業務は、ＤＤＸの保守、ＬＡＮの保守運用及びデータ端末の

保守である。新センターはインターネット専用のセンターであり、ホームページを作成して

いる。
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2）職員数

　1998年３月現在、職員の数は350名、そのうち70％は技術者（エンジニア以上）である。

ハノイ工科大学、国家経済大学出身者が多い。技術者の内訳は通信、マーケティング、コン

ピュータのハードウェア及びソフトウェア技術である。技術者の業務別内訳は、ＤＤＸの保

守が 30 名、公衆端末（ハード）の保守が 20 名、ＶＮＰＴサービスの保守が 40 名、新聞の

提供サービス（70か所）が 40名である。現在、20名ほどのレベルの高い技術者がいる。こ

の 20 名がＶＤＣ及び地方郵電局のスタッフを養成している。４～５年前から、通信及びコ

ンピュータ関係の職員としてＶＮＰＴ工科大学の卒業生を採用している。

3）サービス状況

　ＶＤＣの主なサービスは以下のとおりである。

・ＶＩＥＴＰＡＣ：

　　X.25、X.28を使用したパケット交換サービス。パケット交換機はハノイ、ダナン、

ホーチミンにある。ＶＩＥＴＰＡＣの担当者は現在150名いる。なお、1998年度、X.25

からフレームリレーに変更した。

・ＶＮＮ：

　　ＶＮＮはインターネットのアクセスプロバイダー及びサービスプロバイダーであり、

E-Mail、ＷＷＷ及びＦＴＰ等のサービスを提供している。1998年３月現在、2,500加

入者だが、1998 年末には１万 2,000 加入者に増えることが予想される。

・ＬＡＮ構築：

　　50省の郵電局と一部の会社にＬＡＮを導入、ソフトウェアの保守と障害処理を担当

している。なお、小さなハード障害は個々の郵電局で対応している。

（3）PT Engineering Corporation（ＰＴＥＣ）

　ＰＴＥＣは 1945 年に設立されたＶＮＰＴ傘下の通信施設建設会社である。主にＶＮＰＴの

通信工事を担当している。以前、通信設備の設計も担当していたが一時別会社になった。しか

し1997年からまた設計を始めている。ＶＮＰＴと富士通の合弁会社に25％の資本を出してい

る。

図－２　ＶＤＣの組織図

ハノイセンター ダナンセンター ＨＣＭセンター 新センター

ハノイ本部
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1）組織

　ＰＴＥＣの組織を図－３に示す。副社長以下 12 の部と１省に事務所がある。

2）職員

　職員の合計は535名である。このうち500名あまりが技術関係に従事している。技術者は

テクニシャンとエンジニアがいる。エンジニアのほとんどは大学卒業者であるがなかには大

学院修士修了、博士修了者もいる。また、技術者のなかにはＰＴＴＣ－１及びワーカース

クールの卒業者も含まれている。表－２にＰＴＥＣの職員構成を示す。

3）工事状況

　ＶＮＰＴの子会社であるＶＴＮ、ＶＴＩ、地域Ｐ＆Ｔの通信施設設計及び工事を担当して

いる。主な工事は、ハノイ－ホーチミン間1,800kmの光ファイバーケーブル、各地域郵電会

社内の 34Mb/s マイクロウェーブシステムの工事である。一部、交換工事（ＬＧのＴＤＸ）

も担当しているが数は少ない。1991年にヴィエトナム－ソビエト間の衛星通信の工事を実施

した。また、1997年にはエリクソン、ＮＥＣ、ＳＡＧ、フィリップスの工事を実施した。過

去２年の工事状況を表－３に示す。

表－２　ＰＴＥＣの職員構成

Field Total Engineer Technician Worker

Switch System 67 7 10 50

Microwave Radio 67 7 10 50

Transmission 192 12 30 150

Outside Plant 169 19 40 110

Total 495 45 90 360

図－３　ＰＴＥＣの組織図

設計部 総務部 人事部 経理部 工事部（8） 他省事務所

社長

副社長 副社長 副社長
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4）訓練

　エンジニアは卒業後半年間、現場で工事実習を行う。ＰＤＨからＳＤＨへの切り替えに伴

う訓練はＰＴＴＣ－１で実施された。ＰＴＴＣ－１への短期研修は、1997年度は 50名が参

加した。なお、職員の中から、年間 40 名がハノイ工科大学へ研修に行っている。

（4）Vietnam Telecoms National（ＶＴＮ）

　ＶＴＮはＶＮＰＴ傘下の長距離通信会社で長距離通信を担当する。ハノイ、ダナン及びホー

チミン市に３センターがある。

1）職員

　職員（技術者）の内訳は表－４のとおりである。

2）設備

a）交換機

　市外、市外タンデムを保有している。交換機はすべてエリクソンのＡＸＥ10である。

b）伝送

表－４　ＶＴＮの職員数

分類／職制 Engineer（名） Technician（名）

交　　　換 100 100

無　　　線 200

伝　　　送 100

合　　　計 400 1,100

合わせて 1,000

表－３　ＰＴＥＣの工事状況

Field(Unit) kind 1996 1997

Host 5 7

RLU 4 8

SDH STM-1 10 15

SDH STM-4 4 6

SDH STM-1 12 16

SDH STM-4 6 8

SDH STM-16 0 0

Optical Fiber Cable 30 50

注）ＯＳＰはホストとＲＬＵ間の光リンクの合計である。

Transmission
(Link)

Microwave Radio
(Link)

Outside Plant
(km)

Switch(Unit)
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　有線と無線の２ルートがある。無線ではシーメンス140Mb/s、アルカテル140Mb/sの

ディジタルマイクロシステムが使用されている。また、光ケーブル伝送では、ハノイ、

ダナン、ホーチミン市を結ぶ総延長4,000kmの電力線を利用した2.5Gb/s（ＳＴＭ－16）

システムを保有している。

c）保有回線数

　現在運用中のトランク回線数は合計 11 万回線である。内訳はハノイ５万回線、ダナン１

万回線及びホーチミン５万回線である。なお、局間の信号方式はNo.７とＲ２信号方式であ

る。

（5）Vietnam Telecoms International（ＶＴＩ）

　ＶＴＩはＶＮＰＴの子会社で国際通信サービスを担当している。1998 年３月現在、世界 25

か国と直通回線をもち、250か国と通信サービスを行っている。ヴィエトナム国内に３か所の

ゲートウェイと９か所の衛星地球局がある。主な国際通信サービスとして国際自動即時接続

サービス、オペレータ呼接続サービス、国際電話会議サービス、国際専用線サービス、ＶＳＡ

Ｔ及びＩＮＭＡＲＳＡＴサービス等がある。
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